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議事日程 

         諸般の報告 

      第１ 会議録署名議員の指名 

      第２ 議第７３号から議第１０３号まで 

         （専決処分につき承認を求めることについて（令和元年度野洲市一般

会計補正予算（第５号）） 他３０件） 

          質疑 

      第３ 議第７４号から議第８５号まで 

         （平成３０年度野洲市一般会計歳入歳出決算の認定について 他１１

件） 

          決算特別委員会付託 

      第４ 議第８６号から議第１０３号まで 

         （令和元年度野洲市一般会計補正予算（第６号） 他１７件） 

          常任委員会付託 

      第５ 議第７３号 

         （専決処分につき承認を求めることについて（令和元年度野洲市一般

会計補正予算（第５号））） 

          討論、採決 

      第６ 議第１０４号 

         （令和元年度野洲市一般会計補正予算（第７号）） 

          提案理由説明、質疑、討論、採決 

      第７ 一般質問 

 

開議       午前９時００分 

議事の経過 

（再開） 

○議長（橋 俊明君） （午前９時００分） 皆さん、おはようございます。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 日程に入るに先立ち、諸般の報告を行います。 

 出席議員は１８人全員であります。 
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 本日の議事日程は、既に配付いたしました議事日程のとおりであります。 

 次に、本日、説明員として出席通知のあった者の職氏名は、お手元の文書のとおりであ

ります。 

 （日程第１） 

○議長（橋 俊明君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定により第１６番、北村五十鈴議員、第１

７番、荒川泰宏議員を指名いたします。 

 （日程第２） 

○議長（橋 俊明君） 日程第２、議第７３号から議第１０３号まで（専決処分につき承

認を求めることについて（令和元年度野洲市一般会計補正予算（第５号））他３０件を一括

議題とします。 

 これより質疑に移ります。 

 議案質疑通告書が提出されておりますので、発言を許します。 

 第１６番、北村五十鈴議員。 

 北村議員。 

○１６番（北村五十鈴君） 第１６番、北村五十鈴です。 

 議第７３号専決処分につき承認を求めることについて（令和元年度野洲市一般会計補正

予算（第５号））、提訴に対する市の対応についてお伺いいたします。 

 今回の専決補正は、市内法人が野洲市を相手に提訴した裁判の判決が決定したことによ

り、弁護士に支払った委託料の計上ですが、その流れ及び詳細について下記全てにおいて

市長にお伺いいたします。 

 １、まず、今回の専決処分の妥当性についてお聞きいたします。 

 専決処分は、自治法第１７９条１項において、普通地方公共団体の長が本来議会の議決

決定を経なければならない事柄について自らが処理することをいいますが、その理由を先

日の会派勉強会で尋ねたところ、速やかな緊急性からと答弁がありました。本事案が緊急

性があると判断した根拠をお伺いいたします。 

 ２、次に、緊急性について伺います。 

 どんな事例、どんな内容の場合を緊急性があると判断するのか、具体的にお伺いいたし

ます。 

 ３、内容を具体的にお聞きいたします。 
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 ６月１３日、判決があり、控訴期間が７月２日、しかし控訴はされず、判決は決定。議

会には７月２５日の全協で判決について説明がありました。そして、今回の専決補正でわ

かったことは、支払い実行日は２５日の翌日、２６日だったことです。弁護士からの請求

金額決定、支払い日決定、それに伴う請求書の日付をお伺いいたします。 

 ４、次に、判決の内容について伺います。 

 私は、以前にもこの裁判の内容を一般質問いたしましたが、裁判中ということで答弁は

いただけませんでした。そこで改めて伺います。市内法人は市の何に対して提訴されたの

ですか。 

 ５、私が議員になった当初、平成２５年ごろ原告からこの用途変更請求のお話を伺い、

そこで私も当時の担当職員から変更できない理由を聞き、その結果理由を市内法人に伝え

た覚えがあります。当時の理由は、農地法３条の３年３作が必要と指導されて、そこで原

告側も３年待とうということになりました。しかし、３年が経過すると、今度は市から土

地基盤整備事業に関係する土地なので８年の時間経過が必要だと言われました。しかし、

だとしたら近隣地はどうなのか、用途変更は既に実行されており、目的要項もほとんど同

じでした。原告側も地域住民の生活上必要な施設用途であり、この地域一帯では現在でも

買い物難民が問題化している中、当法人の目的要項も認められるはずでした。それに加え、

指導も公平だったのでしょうか。近隣地の開発は条件も守られていたのか、例えば自分の

土地であること、自分が運用すること、借地は認めない、この条件も守られてはいないよ

うに思います。その上、ここに来て８年待っても１項条件を持ち出し、現地でなければな

らない理由を示せ、もう何だか違う意図を感じました。それに法人が市に説明を求めても

職員は説明にもあらわれず、対話にはなりませんでした。実際はどういう力が動いていた

のか、結局市の態度に納得がいかず、提訴に進んだとお聞きしました。 

 前回も質問しましたが、このときどうしてもっと丁寧な話し合いができなかったのか、

お伺いします。 

 ６、約１年前に裁判所から原告に指導がありました。内容は、今回の訴訟内容は裁判に

はなじまない。取り下げるのが妥当であると言われ、そこで原告は裁判所の指導を重く受

けとめ、このまま裁判を続けていても却下という判決が推測されるので、裁判所の指導に

従い、市に訴訟取り下げの意向を双方の弁護士を通じで伝えたそうです。けれど、市は原

告の提案は受け入れず、最後まで裁判で争うと返事があったそうですが、市が取り下げな

かったその理由をお伺いします。 
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 ７、市民が取り下げたいと言っているのに市が取り下げないというのは、原告弁護士も

驚いていたとお聞きしましたが、もしもその時点で取り下げていたら弁護士費用は着手金

の約４０万で済んだのではないのか。また、今回の専決補正額８９万３，０００円、この

金額にも変更や減額にはならなかったのか、市民の税金なのだから１円でも無駄な支出は

控えるべきだと思いますが、見解を伺います。 

 ８、原告の怒りは、市が青地を白地にしてくれないからではない。同じ近隣地との公平

性、また職員の態度、開発理由も近隣地域の生活協同を宣言されています。そんなまちづ

くりの観点からも、今回の市の対応は妥当性、丁寧さに欠くと思いますが、見解をお伺い

します。 

 ９、最後に、裁判所からの今回の判決内容記述を原告側からお聞きいたしました。その

中には、市の勝訴という言葉はありませんでした。だから、原告が敗訴したわけではあり

ません。裁判にはなじまないから却下されたというのが正解で、裁判所からは裁判にはな

じまないから今後も市と対話で解決してほしいと意見が述べてありました。 

 最近の野洲市の市民とのトラブルの案件には、限りなく対話が少ないと思います。対話

と歩み寄りを選んでいたら、今回も合計約１３０万円の弁護士費用、税金は使わなくても

済んだかもしれません。この一連の市の対応は正しかったのか、見解をお聞きいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 議員の皆さん、おはようございます。 

 北村議員からの専決処分につき承認を求めることについて、令和元年度野洲市一般会計

補正予算（第５号）に関するご質問にお答えをいたします。 

 縷々お聞きしていまして、何かどんどんどんどんご質問が発展して膨れ上がっていって、

もう一回もとの手続まで戻って、専決処分の問題とは違うご質問ではないかなと。これは

議案質疑ではないと私は思いますけども、せっかくご質問いただいていますからお答えを

いたします。もう一回裁判とか事象まで及んでいますから。それで、裁判でもう決着がつ

いているわけですので、そこの見解が云々という話は、私はこれ、なぜ議案質疑で認めら

れたのかなと思います。 

 まず、緊急とか何とかおっしゃいましたけれども、提案説明では速やかに支払うためと

言っていますから、これが市の見解です。速やかにということは、弁護士委託料を請求さ

れてから３０日以内に払う必要があるので、９月議会に提案して可決いただいてからでは

間に合わないから支払ったということです。 
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 どんな例があるかと言われたら、当然期日が決まっている請求案件、債権については同

様です。これも調べられたと思うんですけど、法律があります。政府契約の支払遅延防止

等に関する法律において、相手方の給付の完了後１０日以内に完了の確認また検査を行い、

支払いは請求を受けてから３０日以内と定められており、市でもこの法律にのっとった会

計処理を行っています。ですから例を挙げるまでもなく、こういった債権については速や

かに払わないとだめですので、そういう対応をしています。 

 次に、３点目ですけども、請求金額の決定とか委託した、まず金額ですね、金額は委託

した法律事務所の報酬基準に基づくもので今提案している金額です。請求日は８月２日で

あります。 

 ４点目の市内法人は市の何に対して提訴されたのかと。これ、私以上に何か原告と北村

議員はお親しいみたいですし、何か相談に乗ったとかおっしゃっているのに、なぜここで

聞かれるのか不思議なんですけども、ご質問ですからあえてお答えしますと、これも７月

２５日の全員協議会でも説明いたしていますけども、改めて申し上げます。原告が永原の

県道大津能登川長浜線沿いのガソリンスタンド南側の農地約３，４００平方メートルを開

発する目的で提出された農用地区除外要請書に対しまして、市が農業振興地域の整備に関

する法律に定める要件を満たしていないことを理由に返却した行為を行政庁の処分に当た

るとして、その処分の取り消しを求めて提訴されたものです。 

 ５点目の、どうして丁寧な話し合いができなかったのかということですが、これは私聞

いていますと、かなり丁寧に対応しているみたいです。今お話があって、私は北村議員が

関与しておられるのを今初めて聞きましたけども、市のＯＢとかがどんどん出かけてきて、

昔はできたのにとか言ってかなり担当者が悩んでいたという相談を受けています。昔は裏

口入学とか制度が緩かった。そういうことがあったから、今回これは市が適正に担当部局

で判断していますし、国にも照会をかけています。だから、緩かったから、北村議員が緩

いときの状態を参考にして物事を判断しておられるから、なぜこうなったかといってお怒

りになっていると思うんですが、きちっと法律にのっとった手続をしています。 

 論点が何かご存知ですか。内容以前の話です。行政庁の処分に当たるか当たらないか。

当たらないという判断をして、市は、担当部局は処理をしたわけですけれども、それを処

分だというふうに牽強付会されて裁判が起こされた。結局裁判でも市の見解が認められた

のでそういう判断になっているわけですね。このように話をしています。 

 それと、今なにか３年３作のお話をされましたけど、これは農地法に関連して、農地を
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農地として取得する際に、短期間のうちに権利移動や転用を防ぐために滋賀県で設けられ

た事務処理方法でありまして、当然県内の市町である野洲市もそれにのっとって判断をし

ております。農業振興地域の整備に関する法律における農用地区除外に係る要件とは全く

関係ありませんので、何か担当者に聞くと、北村議員にそれをお伝えしたけれども、北村

議員がその当該法人に誤って伝えられて今回の質問になっているのではないかということ

を今回の答弁協議で聞きました。 

 ６点目の訴訟の取り下げの意向を受け入れず、最後まで裁判で争うと返事した理由はと

いうことですけども、これはやはり訴訟を受けて明確にしておかないと、今後の手続に差

し障りがあるので判決を求めたということであります。もし訴えの、これ訴えられた方で

すからね。訴えの取り下げに同意した場合、何らかの判決が出ず、既判力等の拘束力も発

生しないことから、その後再提訴された場合、また類似案件で訴訟が提起された場合には

また再度市は弁護士への委任等新たな費用が生じるので、起こされた件に関しては判決を

求めたという当然の行為であります。 

 ７点目の取り下げていたら弁護士費用が変更や減額になっていたのではないかというこ

とですけども、当然もう訴訟に入っていますから、今おっしゃった当初の４０万円で済む

ということはこれはありません。万々が一、その時点で取り下げていたとしても、そんな

に大きな金額は変わっていません。北村議員も多分いろいろなことをご経験になっている

ので、何でこんな質問が手付の４０万円だけで済んだんではないかと今おっしゃいました

けども、それはないと思います。一定の訴訟手続が行われていますから。 

 １円でも無駄にしてはいけない、これは当然職員も私もそう思っています。ただ、例え

ば税が５，０００円滞納されている。それに滞納に係る徴収、あるいは市の場合は生活困

窮者の場合はもっと別の取り組みもやっています。５，０００円の滞納のために１万円か

かる、２万円かかる、これは致し方ないですね。正義を貫かないといけないし、生活再建

もあります。だから、１円が無駄だから、じゃあこれは取り下げに同意したらいいんでは

ないかという論議は、一番原点の商売の論理であって、行政は秩序も保たないといけない

ということもありますから、１円を無駄にしてとか、ここにそんな議論は全く私はなじま

ないというふうに思います。 

 ８点目ですけども、これは裁判でもう認められたわけですから、これ以上お答えするこ

とはないと思います。 

 ９点目の一連の市の対応は正しかったのかということですけども、丁寧に担当部局が説
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明しても訴訟に打って出られた。おまけに訴訟になじみませんよと、処分ではないのにと

言ったのに訴訟に打って出られたということからすると、これしかなかったし、正しい手

続を踏んだというふうに考えております。 

○議長（橋 俊明君） 北村議員。 

○１６番（北村五十鈴君） 再質問させていただきます。 

 請求書の件なんですけれども、先ほど３０日以内に支払うということで請求の日の８月

２日になっていた、７月２日から８月２日で３０日以内ということだと思うんですけれど

も、２５日に議会にお知らせがあって、２６日に実際実行されておられます。でも、７月

２日もしも控訴されていたら、この支払いは不可能だったと思いますし、その請求書、実

際の請求書が市に届いたのがいつになるんでしょうか。 

 それと、３年３作のことを部局から聞いたというお話をいただいたんですけれども、当

時この３年３作の話は私も余り詳しくなかったもので、これは原告側からこういうことに

なっているんですがという、地元議員でしたので説明を受けて、それを正しく知らなくて

はいけないということで、私は担当課の方にもう一度聞いたという流れですので、私が担

当課から聞いて原告側に誤って伝えたというような話ではないので、市長がお聞きいただ

いている方が正確、私の方が正確ですので、それは誤って伝えてはおりませんので、そこ

は訂正いただきたいと思います。 

 それと、この裁判所からの指導の件なんですけれども、裁判所が取り下げ、原告側がも

ちろん裁判を起こしているので、原告側に対してこれは筋どおり指導されています。取り

下げた方がいいですよということを受けて市に取り下げるということを伝えているので、

そこで今市長がおっしゃったように、取り下げなかったらこういう理由があるからという

その理由、中身のことなんですけれども、一応弁護士も双方入っておられたと思いますし、

どうしてそこでもまた取り下げない理由をしっかり原告が納得するように、納得とは言い

ませんけれども、丁寧な説明を、取り下げない理由をどうしてされなかったのか、その当

時は弁護士同士の話し合いだったとお聞きしておりますので、市の弁護士から原告側の弁

護士に対してそこの説明は一切なかったと聞いておりますので、取り下げないのなら取り

下げないで理由をどうしてお伝えいただけなかったのかというのは、相手は市民ですので、

そこは当たり前だと思うんですけれども、ですので市が主張しておられる取り下げなかっ

た理由というのが伝わっていなかったということになりますし、そこのところは市長、ど

う考えておられるのか、お聞きいたします。そのことによって、先ほど一定の、４０万に
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戻ることはない、着手金に戻ることはないけれども、一定の今回の８９万３，０００円に

関しては一定のと言われたんですけれども、一定とはその８９万３，０００円が２０万円

になるとかそういうことをお聞きしているのではなくて、一定ということは、もしかした

らこの８９万３，０００円は減額された場合があると理解してもよろしいでしょうか。 

 もう一つ、済みません。この今の質問の大きな大枠だと思うんですけれども、その担当

の課もどんどん変わりますし、担当しておられた職員さんももちろんかわっていきますし、

それが次の方に正確に引き継ぎがされていたのか、そのお一人お一人が不誠実だったと言

っているのではなく、前にお聞きしたことがまた次の担当がかわると変わっていたり、よ

く話をしっかりしたいので会社まで来てもらえないかと依頼しても、会社には行けないと

断られたり、何かその話し合いという部分に関してどうもスムーズにいっていない、納得

されていたらもちろん裁判もされていなかったと思いますし、この取り下げに関しても、

他の部分に関しましてもどうも話し合いがうまくいっていなかったというのが私の大きな

見解なんですけれども、市長はその正確に話し合いというところがされていたのか、それ

をどう理解されているのかお伺いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 爽やかな朝の今回の定例会のいきなりのご質問なんですけれども、

これ北村議員は議員として質問しておられるのか、原告の利害の側に立っておられるのか、

これ職員が答弁協議に来たときに、私に聞かれていますから私が答えます。私は、許認可

業務に一切基本的に関わらないようにしています。できるだけ法令にのっとって判断して

ほしいと。だから、今回答弁協議の中で情報を得ました。 

 今ご質問のこと、順不同に答えていきます。 

 まず、一般的に裁判になっていますから、この裁判は本来裁判にならないものです。も

う明らかです。処分か処分でないのか。処分の場合は訴えられますけど、処分でないのに

処分だとみなして訴えられたわけです。でも受理をされています。公判が開かれているわ

けです。市も弁護士さん依頼して、税金使って対応せざるを得なかったわけです。 

 北村議員の論理は、裁判に至るまでに丁寧に説明しておいたら裁判にならんかったとい

うふうにおっしゃっていますけども、これは私聞いた限りは丁寧に説明をしています、後

で確認したら。でも、あえていえば、すごく高額なお金で農地を買っておられて、どうい

う理由かわからない。だから、何が何でも開発したい、農地転用したいという案件であっ

たと思います。丁寧に説明したと言っています。おまけに、複数の市役所ＯＢがノイロー
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ゼになるぐらいに職員のところに来て、昔はできたのにとか言って、かなりきわどい事象

です。北村議員はどういう関わりをこの案件に持っておられるのか知りませんけども。現

にもう裁判になったわけですから、裁判で決着がついているわけです。 

 それと、先ほどは却下ですけど、これはゆえない裁判、理由のない裁判を起こされて、

市の主張が認められたということですから、弁護士に確認したらこれは勝訴です。ですか

ら、もうこれ以上議論しても、かえって北村議員の立場が悪くなるんではないですか。ど

ちらの肩を持っておられるのか。その正義の側に立ってこの扱いをどうのこうの言ってお

られるのか、それだったら裁判で決着、まさに点、ピリオドなんですよ。必要な弁護士費

用を払うための議案をここへ出しただけのことです。今議会の最終日待っていたら３０日

を超えるので、いずれ超えるので、８月２日請求があって、速やかに払うということです。

請求書がいつ来たかは後ほどちょっと部長に答えてもらいます。 

 だから、なぜ取り下げの同意しなかったかといったら、さっき言いましたように提訴さ

れて受理をされて、手付金払って、訴訟費用を使っているわけですから、そこで取り下げ

に同意をしておいたら、また同じように出されたら裁判所は受理します、とりあえず。と

いうことを防ごうというのが弁護士とも相談した結果ですから、これは市の利益のため、

相手さんにとっても明らかになるわけで、もうこれでお答えになると思います。 

 あと請求がいつあったか、私そこまでは私の関知することではないですから、請求書が

いつ届いたというのはこの議場でわかるんであれば答えてもらいますし、ここに情報がな

いのであれば後日お答えをします。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 環境経済部長です。 

 今の支払いの関係です。８月２日に請求が来て、８月１６日に支払いしています。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 北村議員。 

○１６番（北村五十鈴君） 記憶がある間に。今部長おっしゃっていただいた８月２日に

請求書が来て１６日に支払いというのは、私たちがいただいた資料には、２５日に私たち

にお知らせいただいて２６日に支払ったと書かれていたんですけれども、１６日に支払い

があったということなんですか。この７月２日の控訴せずの判決があって、そこから多分

控訴されていたら金額も変わってきたと思いますし、内容も変わってきたと思うんですけ

れども、そこからその８月２日までに例えば金額を決めたりとか、いつ支払うとかいうよ
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うな話し合いがあって８月２日に請求書がもう届いたということなんですか。それで１６

日に支払ったということは、私たちが２６日に支払ったと聞いているのは、もうその２５

日にそうしたら私たち全協で聞いているんですけれども、その２５日以前にもう支払いは

終わっていたという話になりますよね。２５日の全協で私たちは聞いて、今回の資料には

２６日に支払ったと書かれていたと思うので、１６日ではそれはちょっと部長違うのでは

ないかなと思うんですけれども、それと市長済みません、先ほどお聞きした中で、お答え

いただいていないのが幾つかあると思うんですけれども、私に関してのことはもういいの

で、質問させていただきましたその近隣との公平性に関しては市長は答えをいただいてい

なかったので、そこの部分のことと、先ほども聞きました今の一定額、市長は先ほど一定

とおっしゃったので、その一定というのは実際あり得る話だったのか、いやいやそれはも

う一定というのはそういう意味ではないということなのか、そこの部分お願いします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） さっき答えたと思うんですけども、１万とか２万とかいうレベル

と聞いています。１万円とか２万円ぐらいしか差がないと、取り下げの時点で。えらくこ

だわっておられますけども、安いよりは判決を求めるということの方が市の方針だから、

えらいこだわっておられますね。その程度だと、１万円程度と聞いています。 

 それと、近隣というのが意味がわからないんですけど、近隣の市町なのか、あのあたり

の近隣なのか、そこも定義されないから答えられないんですけど、もう質問できませんか

らね。 

○１６番（北村五十鈴君） 近隣地と書いていたと思うんですけど。 

○市長（山仲善彰君） だめです。近隣、近隣とおっしゃったけど、意味がわからないか

ら、守山とか栗東とか八幡と同様なのか、あの近くで、さっき私答えたように昔はぎりぎ

り認められたか、まあちょっと制度を裏読みして認められたのはありました。これは私も

既に公表していますよ、幾つかは。昔だったら認められていたわけでもないのを、無理し

て市が農地の転用をトップダウンで認めたという例があります。また後ほど北村議員通告

しておられますから、そのエリアにもありますけども。でも今回は客観的に現制度、国の

制度、県の制度を踏まえて市が判断した結果ですから、過去の近隣が参考にならないです

ね。制度はどんどん変わっていますから。だから、制度が昔これだったのに、認められた

のに、今なぜ認められないかという論理で来ておられたのがさっき言った市のＯＢの人た

ちですよ。北村議員も今その論理を今展開して、ここで。専決処分であって、支払いが適
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正かどうかという話であって、農地の地区除外が正しかったかどうかというのは裁判で決

着ついているわけですから、時間の無駄だと思いますけど。 

 いずれにしても２点のお答え、これで完結していると思います。 

○議長（橋 俊明君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 支払い日に関してのことです。先ほど控訴がされたら云々

というような話でしたけど、質問も北村議員書いておられる２日が経過して判決確定して

いるんです。だから、それはまずあり得ません。質問がちょっとおかしい。７月３日に見

積もりの請求はもらっています。請求見積もりはもらっています。それを精査して、７月

２５日の直近の全協にご説明して、速やかに２６日に予算専決の決裁をしている。それで

８月２日に請求が来て、そして８月１６日に支払ったということです。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 北村議員、続けてお願いします。 

○１６番（北村五十鈴君） 続いてお願いします。議第８６号令和元年度野洲市一般会計

補正予算（第６号）空き家等対策行政代執行に係る工事請負費についてお伺いいたします。 

 市は５月、当該建物の解体とアスベストの処理を合わせた費用として５，０００万円程

度を見込み、１１月にも工事に取りかかりたいと考えを示しておられました。それが今回

１億２，０００万円を超える額の計上になっておりますが、その中身の詳細と改修予測等

について全て市長にお伺いいたします。 

 １、まず確認ですが、この問題の建物の所有者は何人で、現在判明している連絡がとれ

る所有者は何人おられるのか伺います。 

 ２、アスベストの検査は市が調査したのか伺います。 

 ３、今回当初予算の見込みを大きく超えていますが、その理由をお聞きいたします。 

 ４、全国的に行政代執行にかかった費用、行政の立てかえ分は回収率が約１割という低

い数字が報告されていますが、本市の場合の改修予測を伺います。 

 ５、今回の予算１億２，５００万円について、所有者から徴収することになると思いま

すが、予算額の説明は所有者に既に済んでいるのか、了解は得られているのかお聞きいた

します。 

 ６、民間で解体した方が費用は間違いなく抑えられると思いますが、アスベスト調査の

ように、この近くでされたと聞いているアスベスト調査のように、所有者の裁量で工事は

できないのか、できない理由があるのなら伺います。 
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 ７、空き家対策措置法が成立したのが２０１４年１１月、その後２０１５年５月に完全

施行されていますが、そんな中、本市の今回のような戸建ではない分譲マンションの事例

は日本中でも珍しく、今後の先例にもなり、全国的にも関心が高いと思いますが、これだ

けの費用がかかると市の財政的にも負担が大きく、実際野洲市民にもこんな高額な支出が

理解が得られるのでしょうか、見解をお伺いいたします。 

 県との関係を伺います。 

 市は、そもそも今回の建物は県の対応が当初から間違っており、県はその不備を認め、

解体費用の協力をすると知事自ら市長に連絡があったと市長から聞いておりますが、具体

的に県の協力は得られるのでしょうか。高額な支出になる野洲市にとっては大事な選択肢

になると思いますが、現在県との調整はどこまで進んでいるのか具体的にお聞きいたしま

す。 

 最後に、実際の施工業者の決定、工事予定日等はいつごろになるのか、スケジュールを

伺います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 北村議員の議第８６号令和元年度野洲市一般会計補正予算（第６

号）についてのご質問にお答えをいたします。 

 １点目は、所有者は９名で、そのうち連絡がつく方は８名です。 

 ２点目のアスベスト調査は１回目は市が実施し、２回目は所有者の有志が実施しておら

れます。 

 ３点目の当初予算の見込みとの違いについてということですけども、予算は今回初めて

ですから、予算との見込みの違いはございません。あらかじめどの程度要るかということ

については、市がこれまで行ったアスベスト除去を必要とした解体工事、例えば教育委員

会別館の解体工事とか文化財収蔵庫解体工事をもとにして、おおよその金額を算定して全

協とか記者会見でお示しをしていたものです。今回は正式に野洲市特定空き家集合住宅解

体工事実施設計業務委託業務の委託業者に依頼して、金額を算定してもらったのを予算提

案のもととしております。金額大きい中には、解体するために土地を借りないといけない

とか、そういうのが全部入っていますから、こういう金額になっています。 

 ４点目の回収予測、これはわかりません。予測はできません。当然債務者が払ってもら

うことになりますから、所有者が債務者として。予測はしていません。 

 それと、あらかじめお伝えしてはどうかということですけども、制度、これは行政代執
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行法に基づいています。制度では行政代執行法第３条第２項では、代執行を執行する前に

代執行令証をもって概算額を通知することになっていますから、制度上はその時点でお伝

えしますけども、あらかじめお伝えしようとは思っていますし、いずれにしても報道等で

金額が出ていますからご承知だと思いますが、制度以前にもお伝えをしようと思っていま

す。 

 ６点目は、所有者がやったら安いとかおっしゃっていますけど、それはちょっとわかり

ませんけども、その論理がわかりませんけども、所有者がやったらどうかということです

けども、大いにやっていただいたらいいので大歓迎ですし、期待をしております。今さら

何でこんな質問が出てくるのかなと思うんですけども、意味がわからないんですけど、も

うここまで来ているのに所有者がやったらどうかと。いつでも所有者はやっていただけま

すから。お伝えください。北村議員親しいんだったら所有者に。 

 ７点目の野洲市民に高額な支出の理解が得られるかということですけども、これは法に

のっとってやらざるを得ない、ご理解をいただきたいと思いますけども、ご理解をとおっ

しゃいますけども、理解の手続はどういう仕組みなのかご存知いただいていますかね。議

会に提案して、市民代表である議員の皆さん方が可決をいただいたことが法律上はご理解

いただいたということになるので、北村議員もそのご理解の大きな役割を担っておられる

ということになると思います。 

 ９点目の県とはどのような話になっているのか。これはもともと県が前の知事のときに

アスベストが入っていますということで勧告をしていたということが去年の夏に初めて私

は知ったわけですけども、だからそれがされていったらそれでよかったわけですね。多分

ですが、いろいろと取材が知事のところにあったと思うんです。３月の下旬に突然初めて

私の携帯に本人から電話がかかってきて、いろいろご迷惑をかけています、やれることが

あったら何でもやりますということでしたけども、こちらが勧告やって、順番に手続をや

ってきているので、県が関与する余地はないです、手続が動いていますから。とするなら、

最終回収できない、お金も出しますということでしたからね。でも解体に県のお金とか出

してもらえませんから。それがあってからずっとほったらかしだったので、こちらから県

の支援というのは、最終的には回収できない債権の補塡をしてもらうのが一番ふさわしい

んではないかということを公言したんですけども、ずっと頬かむりですから。こちらから

どうのこうのという話ではなくて、向こうから押しかけて電話してきたわけですから、そ

ういう状態です。 
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 スケジュールは、これ何回でも申し上げていますけども、施工業者は１０月中には入札

により決定いたしますので、その後工事に着手する予定です。 

 以上、お答えです。 

○議長（橋 俊明君） 北村議員。 

○１６番（北村五十鈴君） 質問が前後するというか、関係するので逆になるとは思うん

ですけれども、今市長言っていただいた理解を、１億２，０００万という高額な税金が使

われるのですから、その市民の理解を得るために今質問させていただいた立て替え分の今

後がどうなるのかという予測を立てるのは当たり前だと思いますし、わからないという答

弁は、この理解を得るためにはほど遠い答弁だと思うんです。理解を得るためには予測は

要ると思いますし、その予測のプラスかマイナスかとか額とかではなく、わからないとい

うことは市民の理解は得られないと思いますし、私たちもその予測の部分はしていただか

ないと、金額が出たから予測できるかできないかもわからない、検討もせず、わからない

んですでは余りにも無責任だと思いますので、本当に今市長が答弁いただいたわからない

という現状なのか、そこをもう一度詳しくお聞きしたいと思いますし、アスベスト調査を

２度市がやったこと、またご近所さんが有志でやっていただいたと、２回あったと思うん

ですけれども、ですので私はできるかできないかではなく、ご近所さんがこうしてアスベ

スト検査もできたのなら、解体も今８名おられるんでしたら、その８名の方が何らかの市

に対する協力というか、市に対する前向きな努力というのか、そういうものがあって当た

り前だと思いますし、そこのところはそれこそその８名の方によく話していただいて、少

しでもこの１億２，０００万が、予算ですので言い切っては申しわけないと思うんですけ

れども、１億２，０００万という数字が少しでも減額されるような努力というか、積み重

ねをしていただきたいと思うので、そこのところが全て先ほどの理解を得るための市のし

なくてはならない部分というところを市長の答弁は私は納得いかないので、そこのところ

をお願いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 回収はそれはわかりません。ただ、もともと解体しようと思って

おられたし、前向きな取り組みをしておられますけども、どれだけ回収できるかと言われ

たらわからないと言うしかないと思います。それをわかろうと思ったら、個々の所有者に

今おっしゃったようにもっと濃厚な接触をしないとだめですね。これ本来は所有者が責任

を持って解体下さいということで勧告をして、命令をして順次やってきているわけですか
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ら、代執行になった場合幾ら出されますかとか、これは接触したらおかしいんですよ。も

しか、どれだけ回収できるか見込もうと思ったら、今北村議員はそれをせよとおっしゃっ

たんですけれども、何をせよとおっしゃっているかといったら、所有者のプライバシーに

踏み込んで資産調査をしなさいということになります。そんなことできないでしょ。だか

ら、そういうことを含めてわかりませんと言ったわけです。 

 あとは高いかどうかじゃなしに、客観的に今の建設法令にのっとって積算をしたらこれ

だけかかりますよということを公にした上で、法律にのっとって解体する。それを支払っ

ていただくのは、本来所有者が解体するべきだから所有者に請求するということですから、

今それ以上の接触とか情報を持ったらおかしいので私は言ったのに、何か無責任だとかお

っしゃいますけども、全く論点が違います。北村議員はどういう観点でこれ今質問してお

られるのかよくわからんのですけど、もうここまで来ているわけですから、きちっと説明

をして、そしてから安全にやるということです。 

 今回複雑な地形だし、周辺にも建物があるので職員も苦労してくれましたし、私も隣接

の土地所有者に電話したり足を運んで、職員と共に。結構苦情も言われながら土地を借り

にいくのにも動いているぐらいであって、本来は建てた人が解体するということです。 

 それと、さっきおっしゃったように小さい自治体、財政が厳しければたちまち１億円を

立て替えるのは厳しいというのは私はいろんなところで言っていますし、もう新聞に載っ

たかどうか知りませんけど、大手報道機関が大分前に取材に来ましたから、国への提言と

いったところではきちっとそれは言っています。この法律の問題点は、とりあえず立て替

えるというのはお金を立て替えて市民の税金で。解体して回収という制度なので、野洲市

でも厳しいけども、もっと小さいまちだったら厳しいですよと、その認識は既にいろいろ

なところで言ったり提言をしています。大体これでお答えになっていますか。 

○議長（橋 俊明君） 北村議員。 

○１６番（北村五十鈴君） 先ほど市長が今のことなんですけども、予測はつかない、わ

からないと言われた今のいただいた答弁ですけれども、徴収する側の義務もあると思いま

すし、議員ですので市民の側に立ってお聞きしていますので、この１億２，５００万の回

収は、例えばこういうよその事例もあったりとかして、こういうふうによそは回収されて

いるので、徴収が行くと思うんですけれども、その前に徴収したときに、徴収してから、

いやこんなお金１億２，０００万、１０人で割っても１，０００万ないですよと言われて

も意味がないので、それよりも先にこの１億２，５００万の了解をいただきに行って、こ
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れだけの額になりますよと、きちっとでは今ないですけれども、各お一人に約１，０００

万の徴収をさせていただきますよという中から、そこになって徴収される側も市民もその

所有者の方もそんなん聞いてなかったわでは、余りにも、それこそ丁寧さを欠くと思いま

すので、その１億２，５００万が高いのか安いのかではなく、その所有者との今後のわか

らないではなく、その積み重ねが少しでも所有者との理解をいただいてお支払いいただけ

る、その市の動きを聞いて市民の方も理解が得られるという流れに私はなると思うんです

けれども、市長のおっしゃっているのは市が中心であって、市が主役であって、市がとい

うのが主語になっているので、もちろん市長が優秀なので言っていただいていることは市

としては法律的には正しいとは思いますけれども、今回の最初に聞いていた額とは余りに

も大きい差がありましたので、それに関して私たちが聞いても「ええっ」と思いましたし、

所有者の方にしたら払わなくてはいけないお金なので、もう少し丁寧なその積み重ねが要

るというところから予測はできない、わからないというところが私は納得いきませんので、

そこの部分に関してと、それに連なって県から何らか協力をすると市長にわざわざ携帯に

まで電話をかけておられるのでしたら、もう何も言ってこないからではなく、協力が得ら

れるのなら、そこのところはもう少し協力を得られるように県に対しても申し述べていた

だきたいと思うんですけれども、その２つお願いします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 代執行法をご存知ないんではないですか。全く代執行法を。 

○１６番（北村五十鈴君） そんなんいいです。質問にお答え下さい。 

○市長（山仲善彰君） だから、私何回も言っているように、本来は所有者が責任を持っ

て解体をしていただかないといけないというので、長い間指導して、それでもだめなので

勧告をして、命令をしてという、まさにこれは説得の手続なんですよ。それでも動かない

し、物が危険だからということで、何も市が主人とかそうじゃなしに、今度は市が責任を

持って解体をして、なりかわって。だからどちらが主役になったといったら、法律上代執

行というのはそういうものですから。私も道路も就任前に中途半端に手続があったから代

執行しました。したくなかったけども。寒いなか私１人で足を運んで所有者のところに何

回も行ったけど、どうしても私に対しては話ができたけども、過去のひっかかりがあって

応じていただけなかったから、結果的には高くつかずだと思います。こちらが市が解体し

て請求しましたから。でも、それが幾らかかりますとか、それは客観的なものであって、

今徴収とおっしゃったけども、私なぜ、北村議員質問するんだったらもうちょっときちっ
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と勉強してからしてくださいよ。徴収じゃないんですよ。これ税の制度と全く一緒で、ま

ず課税があって徴収があるんです。税金をかけるときに、これだけの税金をかけますけど

払えますかといって課税しますか。だから、今回もかなり丁寧に、そして実のところは所

有者の方とはいろんな会議で私出会うから相談も受けているし、できるだけ逐一情報はお

知らせするように職員には言っています。そんな冷たいことはやっていません。もう北村

議員の仮説は市は冷たい、山仲は冷たい、もうそれに全て論理構成でやっておられるけど

も、要するに今回ここまでいろんな方の協力を得て代執行まで来ているわけですから、あ

とはまだ心配なのは本当にアスベストが混在していつ崩壊するかもわからないという厳し

いのを全て覆いをかけて、事故なく解体できるかどうかという方が本当に今心配している

点です。当然所有者にも、北村議員は所有者と接しておられるのか接しておられないのか

よくわかりませんけども、きめ細かく所有者とも職員は接していますし、その中の方でも

私は全然別の会合で出会ったりするから、相談も受けているし、情報も流しています。今

市がやっていることは適正に制度にのっとって、かつ相手さんのことも考えてやっている

つもりです。 

 県におねだりに行くのと違って、自分で電話してきたら、自分できちっと説明に来ない

とだめじゃないですか。おねだりと違って、本来は制度外ですから、代執行は代執行法に

基づいてやるわけで、向こうから済みません、ほったらかしでという電話してきて、何で

もやりますと言ったら、今の状況、実際もっといろんなやりとりがあるんですよ。なぜ電

話してきたかといったら、向こうがやむにやまれず、かつこちらが欲しいデータが、こち

らが持っているデータが欲しかったから、それで多分電話があったと思うんですが、いず

れにしても自ら律していただいたらそれでいいんですよ。県とまず交渉するんじゃなしに、

公にさっき言ったような位置づけをしていますよと言っているわけですから、債権が回収

できたら問題ないわけですから、債権が回収できなかったときの仕組みを今提示している

だけですから、あらかじめ債権が回収できないという想定で県と話すことは余り適正では

ないと私は思います。 

○議長（橋 俊明君） 次に、第１３番、工藤義明議員。 

 工藤議員。 

○１３番（工藤義明君） 第１３番、工藤義明です。皆さん、改めておはようございます。 

 まず、質疑に入ります前に一言申し上げたいと思います。私たち日本共産党野洲市議団

３名は、県地方議員団と共に先月の８月２９日政府交渉を行ってきました。文科省、総務
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省、国土交通省、そして厚労省に対しまして、大戸川ダムの中止の申し入れをはじめとい

たしまして、６月議会で提出させていただきました意見書、民生委員・児童委員の制度改

定を求める意見書、また野洲市からも国県要望を出された同課題について、具体的課題を

例題を示しながら改善要求を行ってきたことをまず報告させていただきます。 

 それでは、本題の議第７５号平成３０年度野洲市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決

算の認定について質疑に入らせていただきます。 

 今日まで、表題の国保税に関しましては議会ごとに共産党議員団として、高過ぎる国保

税の引き下げを主なテーマに質疑を行ってきたところです。今回の決算報告につきまして

も、過去の主張点と同様に幾つかの質問をさせていただきます。 

 まず、昨年の第６回定例議会で野並議員の引き下げ提案質問に対しまして、平成２９年

度の決算だけを見て来年度に引き下げる根拠はない、提案を受け入れられる状況ではない、

今後も基金は一定程度必要と考えると答弁されました。 

 今回の平成３０年度決算では、１億８００万３，０００円が積み立てられ、基金残高の

トータルは４億５３万円となっています。 

 そこで質問させていただきます。 

 １つ、３年間は取り崩し実施で国保税を据え置くという方針が、なぜ基金積み立てとな

るのかをお聞きします。 

 ２点目、黒字分は国保税引き下げに活用すべきではありませんか。実施ができない根拠、

これを明確に示していただきます。 

 ３点目、滞納世帯数は平成２８年度１，０５７軒、平成２９年度が７６２軒でありまし

たが、平成３０年度の世帯数はどのような結果になったのかお聞きします。 

 ４点目、滞納世帯数を所得階層別に見ればどうなっているのかをお答え願いたい。 

 ５点目、滞納世帯から直接この市の窓口へ相談に来られた件数が何件あったのかをお聞

きします。 

 最後の６点目、都道府県単位化によりまして、国保会計は従前とどう変わったのか、ま

た国保の構造的危機というのを打開できると思うのか、またその課題は何かをお聞きしま

す。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） 議員の皆さん、おはようございます。 
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 それでは、工藤議員の平成３０年度野洲市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認

定についてのご質問にお答えいたします。 

 まず、１点目の３年間の基金の取り崩しがなぜ基金積立となるのかとのご質問につきま

しては、これまでに議員各位には説明いたしておりますように、平成３０年度からの保険

料につきましては、原則として基金を活用して３カ年固定とすること、広域化後の最初の

６年間で約１億５，０００万円を還元することとし、そのうち最初の３カ年で１億円を取

り崩すこととし、取り崩し額ですが、試算で１年目はゼロ円、２年目は約３，３００万円、

３年目は約６，７００万円を取り崩す推計をいたしました。基金は、推計した算定額と実

際の決算額との差、つまり剰余金が発生しまして、その一部を財政措置として積み立てた

ものでございます。 

 次に、２点目の黒字分は国保税の引き下げに活用すべきではないか、実施ができない理

由は何かとのご質問につきましては、まず、国保財政調整基金は基金条例の第６条で「基

金は、市の国民健康保険事業の財源が不足する場合又は持続可能な運営に資するために必

要な財源に充てる場合に限り、その全部又は一部を処分することができる」と規定し、第

７条では「この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別に定

める」と規定しております。 

 基金は、当然被保険者に還元する性質のもので、基金保有額が一定額よりも大きくなっ

た場合は、被保険者に還元するために取り崩す、つまり結果として議員ご質問の国保税の

引き下げにも活用することもあります。 

 ２年目の今年度に取り崩しを実施していないのは、当初ご質問の引き下げのための取り

崩し、今年度の当初予算では約１，８００万近く予算としてはしていますが、それ以外に

プラスアルファとしての意味を指す取り崩しですが、それについては当初３年間固定とし

ている２年目であることから、ご質問のための取り崩しをしていないだけで、そのときは

３年目がどうなるかまだわからないため、当初の予定で措置したものでございます。３年

目の所要額が冬場、初冬ですね、１２月にまず出る予定ですが、その所要額により基金の

現在高を見て前倒しするかを判断する予定でございます。 

 なお、これまでにご質問で実施できないと言ったことはございません。 

 次に、３点目の平成３０年度の滞納世帯数につきましては７１２世帯でございます。 

 次に、４点目の滞納世帯の所得階層別についてのご質問につきましては、滞納世帯の区

分でのデータは持ち合わせておりません。 
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 次に、５点目の滞納世帯から直接窓口相談へ来られた件数につきましては、日常の相談

業務で相談数をカウントしておりませんので、わかりません。 

 なお、相談者は、保険証の切りかえの際に未納通知や督促状、催告状の送付した際は、

傾向としてその時期は多くなります。 

 また、直接納税の相談に来られるのではなく、就労や多重債務等の困り事相談から市民

生活相談課を経由して納税相談につながることもあります。 

 次に、６点目の都道府県単位化による従前との違い等のご質問にお答えをいたします。 

 まず、従前との違いにつきましては、都道府県が加わったことによって、財政運営の責

任主体が都道府県になったことということでございます。したがって、保険料を算定する

メインの要素である医療費の動向につきましては、本市のみの動向から県全体の医療費の

動向を見て算定するということが大きな違いでございまして、それを県が算定し、各市町

が諸要素を加味して保険料を算定するということでございます。 

 次に、国保の構造的危機の打開のご質問につきましては、大きな課題であった財政運営

が不安定になるリスクの高い小規模保険者が多く、財政赤字の保険者も多く存在するとい

う問題点を抱えていましたが、これは解消されたと言えます。この他に言われておりまし

た年齢構成が高く医療費水準が高い、また所得水準が低く保険料の負担が重いというよう

な構造的な問題は、都道府県単位化だけでは解消できるものではないというのが現状でご

ざいます。 

 次に、課題につきましては、本県においては、保険料を算定するにあたって医療費水準

は当初から一本で見ることといたしましたが、保険事業等が統一されていないことから、

これらの調整が今後の課題でございます。 

 また、事務処理の大きなものとして、現行制度では市町村事務は余り軽減されていない

ことから、その面で本市としましては広域連合化が望ましいと考えており、そのことを将

来に向けての検討課題にしていこうと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 工藤議員。 

○１３番（工藤義明君） お答えいただいたのが昨年度の第６回の定例議会での答弁とそ

う内容が変わるものではない内容となっております。 

 もう一度確認をさせていただく内容になりますけども、１点目の３年間は取り崩し実施

で国保税を据え置くという答弁が当初からありましたし、それが方針だったかと思います。
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それで質問の①では、なぜこの取り崩してなくて積み立てを増やしていくのかというとこ

ろの答弁にまだ結びついていないということでもう一度お願いをしたい。 

 ２点目の引き下げに活用すべきではないかという質問をさせていただきました。これに

ついても、昨年の答弁の中では引き下げというのは全く考えられないというような答弁が

されていたかと思うんですよ。それで、この２番はあとの滞納世帯の関係、３番、４番、

５番との関係が全て出てくるわけですけども、依然３０年度の世帯数、答えていただきま

した７１２軒という数字、前年度からは確かに約５０軒近く減っているという結果にはな

っております。しかし、現実にはこれだけの世帯の方が滞納されているということは、非

常にこの国保税が各家庭の家計に負担をかけているという現実が大きくこの数値に出てい

るんではないかということで、この３、４、５で一緒に答えていただきたいんですが、所

得別階層というのは過去にも私どもから答弁を求めたかと思うんですけれども、あくまで

もデータはないということをおっしゃいますけども、当然市としては今後の問題として、

データというのはとって次の年度の予算等に生かすべきではないかというふうに思います。

それが市民の立場に寄り添うと、市民に寄り添うという政治になるんではないかというふ

うに思います。これは滞納世帯数の窓口へ相談に来られた件数というのもお聞きしました。

これも一応カウントしてないということです。これはこれから、今までやってないんです

から、今までのことをどうこう言いませんけれども、やってなかったらこれもやはりカウ

ントしていただいて、実際窓口へ来られるというのは相当な困り事ということから来られ

ていますので、その辺はぜひ窓口ではカウントしていただきたい。そんな難しい内容では

ないかと思います。 

 あと答えをいただきましたけども、現実にはこの野洲市だけと違いまして、日本全国で

この国保問題が取り扱われています。大変高い国保税と私ら表現しております。日常の新

聞を見ても、高過ぎる国保料、これがどうしても払い切れないということで大きな悲鳴が

上がっております。この野洲市の中にもそういう方がおられるかと思うんですよ。ぜひこ

の基金積立金というところでない部分、これを次の予算には組み入れるべきやと、この結

果から見ると思います。 

 問題ちょっと前後しますけども、基金が現在４億円超えました。一体そうしますと、野

洲市としてこの基金、金額をどこまで積み立てようとされているのか、その点合わせて答

弁をお願いしたいと思います。ちょっと順番不同になりましたけど。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 
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○健康福祉部長（高橋謙二君） それでは、工藤議員の再質問にお答えをいたします。 

 まず１点目のご質問、１回目の答えで答えられていると思っていたんですが、改めて申

し上げます。 

 最初の制度設計のときに、最初の３年間で１億円取り崩すと。医療費というのは上がる

傾向にありますので、最初の３年間で１億医療費が上がる推計をいたす中で、３年間１億

の場合１年目は取り崩しをゼロ、２年目を３，３００万、３年目を６，７００万取り崩す

ことによって合計１億円になるという制度を組んだわけです。設計を組んだわけです。推

計したんですが、１年目は当然ゼロで行けました。２年目は今年度２年目ですので、３，

３００万の予定が１，８００万弱の取り崩し予算になったと、これは推計よりも若干県が

示した数字が低かったので３，３００万のところが１，８００万弱で済んだということに

なります。 

 なぜ積んでいったのかというのは、当初１年目の決算で３０年度が初年度なんですが、

そのときは２９年に推計しているわけですが、そのときに推計した額と実際の３０年度に

要した費用の野洲市が負担する実績額としては少なくて済んだと。そこで、保険料いただ

いていますので、それよりも下回ったので剰余金が出てきたので、財政上の処理として基

金に積んだということでございます。制度設計を３年目組んでいますので、まだ２年目は

１年の実績の途中であるので、２年目をすぐに対応するのは３年目がまだ全然見えていま

せんので、３年目も今日現在でまだ見えてないです。１回目の仮算定が１２月ぐらいに来

ると。本算定が１月に来るというスケジュールの中で３年目どうするかということで、そ

の当初の設計額が６，７００万を上回るか下回るかは今わかりません。それによって所要

額が決まるのと、ご質問のように今トータルでは４億円あるということですので、それを

３年という制度設計していましたが、前倒しして保険料を３年固定と言っていたものを３

年固定じゃなしに２年固定にして、３年目で前倒しして、１年前倒しして見直すこともあ

り得るということを申し上げております。その判断は仮算定が来た時点でおおむねの判断

をしていきたいというふうに考えております。 

 それと、関連で最期の質問に先にお答えいたしますが、これは３０年１月の全員協議会

でも示させていただきましたが、基金の保有額としては保険料の収納率も含めて、そのと

きは予定で行きますので、申告によって、所得状況によって上下動が出てきますので、１

年当たり５，０００万の基金を保有額を持っておくことが相当であろうというふうに資料

にもお示しをさせていただきました。つまり、３年分としますと１億５，０００万、５，
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０００万掛ける３年分ということで、１億５，０００万あれば保険料の誤差に対応できる

であろうということをお示ししておりますので、適正な現在の保有額で考えておるのは１

億５，０００万程度というふうにご理解をいただきたいと思います。 

 それと、２点目のご質問に戻りますが、１回目の答えでも言いましたように、活用とい

う点ですが、当然残高の状況を見て検討いたしますので、当初の設計額よりも取り崩すこ

ともあり得るという中では、活用はすることはあるというふうにご理解をいただければ結

構かと思います。 

 それから、分類別の件数につきましては、手作業でやろうと思えば物理的には可能です。

なので、ちょっと時間を要しますが、その作業はやろうと思えばあくまで手作業というこ

とになりますので、エクセルでダウンロードしてソートをかけてという作業になりますの

で、今の電算システムには組んでないんですが、そういう作業では可能ということになり

ます。ちょっと時間を要するということでご理解をいただきたいと思います。 

 それと、滞納者の所得の階層ですが、これは国保税だけではなくて、通常の市税、水道

代とかいろんな公共料金も含めてご負担いただいてある全体の傾向としては、所得がそれ

なりにあれば当然そういうのは支払っていけますので、国保税だけではなしに、全てにお

いての全体の傾向としては所得階層が低い方にその方の優先順位からすれば公共料金、税

負担は後回しと、自らの生活の方に優先されるので、必然的にその割合は高いという傾向

が客観的という、主観的な話になりますが、今日までの滞納整理とか含めたそういう方々

の状況を見ての話になりますが、そういう傾向があることは事実としてあるということは

言えるかと思います。 

 これでおおむね質問はお答えできたと思いますが、以上、お答えといたします。抜けて

あれば、またおっしゃっていただけばお答えさせていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 工藤議員。 

○１３番（工藤義明君） 丁寧な言葉では答えていただいたんですが、前回の昨年度の質

問の中にもありました。市としては引き下げという私の言葉使っていますけど、引き下げ

に対する回答といいますか、考え方、それが全く言葉としては出てきてないというふうに

思いますけども、現実にはこの黒字分というのは国保税引き下げということができる状況

にあるかと思います。その辺の考えを持って次の予算、次年度の予算にはそういう考えを

持ってこの結果を分析してもらわないと、全く私どもの質問している内容とはちょっとか
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け離れた回答しか返ってきてないんですが、最後にそのことだけをお聞きして終わります。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） それでは、再々度のご質問に答えいたします。 

 結果として、例えばの話ですが、３年目の県から示した数字が今年、去年、３０年度の

実績を見て推計されるわけですが、例えばそれが飛躍的に負担額が伸びたとして、基金を

予定額よりもさらに使うこととして、結果的に据え置くことができると。これ引き下げに

はなっていませんが、飛躍的な伸びを活用することによって抑えることも、これは直接に

は引き下げではなくても、県から示された数字からすれば実質引き下げておるということ

になりますので、客観的結果だけを見てそれは引き下げに活用できないのかではなくて、

飛躍的に伸びることも想定すれば、全体として据え置きが実質引き下げたということにも

つながるということから、わざわざ引き下げという言葉は使っておりません。中身的にそ

ういう意味では実質県の数字と比較してという面においては引き下げられると。引き下げ

るために使うこともあるということでご理解をいただきたいと思います。 

 それからさっきの質問で１点抜けておりました。相談の件数の区分別のデータですが、

今日まではそういう整理を行っていませんので、そのことは担当課の方に伝えさせていた

だきたいと思います。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 何かちょっと奥歯に物が挟まったような回答ですけども、下げる、

下げないというか、さっきから説明あったように、県が納付金を言ってきますから、その

向こうが言ってきているよりは低い料金設定をすれば下げたことになるんですが、当初設

計したよりは基金が増えていますから、３年間は値上げをしないことによって受益をして

いただこうということで、当時の基金の今ご質問のあったように取り崩しで上げない方向

でということで、今年度も上がっていませんから、実際は値下げになっているんですが、

基金状況を見ながら前倒しでと言ったように、もう２年間そのままにして、もう一段次の

３年を少し下げぎみで、こちら利益を上げるためにやっているわけと違いますから、下げ

ぎみでの制度設計の検討の余地はあると思っていますが、もう少し部長言ったようにデー

タ見ながら考えんとだめですけれども、何かぐだぐだ議論してじゃなしに、下げるという

か、今あるお金をできるだけ活用して料金を抑える方向で制度設計はしていきたいという

ふうに思っています。ですから、県の基準より下げるのと、絶対額でも下げられれば下げ
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て、基金を活用して下げていく検討も行いたいと考えています。 

○議長（橋 俊明君） 暫時休憩します。再開を１０時４０分とします。 

            （午前１０時２６分 休憩） 

            （午前１０時４０分 再開） 

○議長（橋 俊明君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、第１４番、野並享子議員。 

 野並議員。 

○１４番（野並享子君） それでは質問させていただきます。 

 議第７６号平成３０年度野洲市後期高齢者特別会計歳入歳出決算の認定についてを質問

いたします。 

 ２００８年の制度発足時には１，３００万人が国民健康保険から後期高齢者医療制度に

移行し、将来的にはさらに増加することが見込まれています。７５歳になると社会保険の

扶養家族から離され、国保からも離され、後期高齢者医療になります。 

 制度設計に関わった厚生労働省の実務担当者が、７５歳以上だけ別立ての終末期医療の

診療報酬体系を新設した理由について、後期高齢者が高額な医療費を使っても死亡する事

例が多いため、同制度によって７５歳以上の終末期医療費を抑制するためだと話していま

す。 

 ２００８年の制度導入時、差別制度に怒る国民世論に包囲された自公政権は、低所得者

の保険料を軽減する措置、特例軽減を導入しましたが、安倍政権はその特例軽減を打ち切

り、保険料を値上げする改悪を２０１７年度から実行に移しています。２００８年の導入

から５回保険料の引き上げが行われており、また財務省や財界からは７５歳以上の窓口負

担を現行の原則１割から原則２割に引き上げることがたびたび提言され、国民の中に不安

が広がっています。 

 このような状況にある後期高齢者特別会計の決算ですが、加入者の推移をまずお尋ねし

ます。 

 次に、不納欠損が約６０万円出ていますが、普通徴収の方ですが、何人分でしょうか。

導入からの推移をお尋ねいたします。 

 また、収入未済額が普通徴収で１６３万円ありますが、何人分でしょうか。導入からの

推移をお尋ねいたします。この方たちは、後期高齢者医療制度の以前の保険制度なら扶養

家族なのではないでしょうか、答弁を求めます。 
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○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） それでは、野並議員の議第７６号平成３０年度野洲市後

期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定についてのご質問にお答えをいたします。 

 まず、１点目の加入者の推移ですが、各年度４月１日現在ですが、平成２０年度は４，

４２９人、平成２１年度は４，５１１人、平成２２年度は４，５９９人、平成２３年度は

４，７５８人、平成２４年度は４，９５６人、平成２５年度は５，１４１人、平成２６年

度は５，１９４人、平成２７年度は５，３３９人、平成２８年度は５，５７０人、平成２

９年度は５，７９７人、平成３０年度は６，０７５人、平成３１年度は６，３７９人でご

ざいます。 

 次に、２点目の平成３０年度の不納欠損額の人数につきましては１２人分でございます。

導入からの推移としては、制度が平成２０年度からの開始でございますので、開始年度及

び翌年度の平成２１年度は時効が到来しておりませんので、実数はございません。平成２

２年度は１２万７，４３１円で、人数は不明でございます。平成２３年度は２，２５３円

で２名、平成２４年度と平成２５年度はゼロでございます。平成２６年度は２万３，１２

３円で２名、平成２７年度は７万７，８７１円で３名、平成２８年度は１４万９，００４

円で３名、平成２９年度は２４万６，７９４円で３名でございます。 

 次に、３点目の平成３０年度の収入未済額につきましては、３７名分でございます。 

 導入からの推移といたしましては、平成２０年度は１２０万２９円、平成２１年度は８

８万９，８５８円、平成２２年度は６８万７９３円、平成２３年度は４６万７，２７６円、

平成２４年度は６５万６，０３３円、平成２５年度は９３万８５７円、平成２６年度は１

２０万７，６９９円、平成２７年度は９６万９，３１６円、平成２８年度は１５５万２，

１０６円、平成２９年度は１２４万８，６８８円でございます。いずれの年度も人数につ

きましては電算上で管理しており、当該年度及び前年度の人数は出せますが、したがって

平成２９年度以前の人数は現在のシステムでは出すことができません。 

 次に、４点目の後期高齢者医療制度以前の保険制度なら扶養家族なのではないかのご質

問につきましては、つまり平成１９年度以前の老人保健制度までさかのぼってどうであっ

たかということになりますので、その時点までその方が何の保険で本人か被扶養者であっ

たかはわかりません。 

 以上、お答えといたします。 

 済みません、ちょっと１点目の答えの中で、２４年度の数字ですが、正しくは４，９６
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５人です。５６人と申し上げたようですので、４，９６５人が正しい数字でございますの

で、訂正させていただきます。失礼いたしました。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） ７５歳以上の後期高齢者加入推移を見てみますと、２，０００

人ぐらい増えていますよね。４，４２９人から６，３７９人ということですから、どんど

んと増えていく傾向にあって、亡くなる方が少なければもっと増えていくやろうなという

ふうなものも感じます。こういう形でここの医療費が伸びていくというのも当然人数が増

えるんですから、だからその中だけで回っていくと、皆さん病気を持っておられる方が多

いというふうに思いますので、だからやはりこの後期高齢者の７５歳だけで行くというこ

とになると、そういう意味では国がもっとフォローをしていかなければ、保険料がどんど

ん上がっていくというふうなそういう仕組みにもなるかと思うんですけども、制度そのも

のがこういう状況ですので、そこら辺あたりは市としてはどう思っておられるのかという

思いをお尋ねしたいと思います。欠損もやはり増えていっておりますので、２４万６，０

００円、ゼロというときもあったけども、そういう状況でもありますし、未済額もこれも

１２４万というとこら辺があります。現在決算では１６３万円ということで、やはりこれ

も増える傾向というのは、やはり保険料がどんどん引き上げられていっている。年金がど

んどん下がっていっているというところの部分のあらわれでもあろうかと思うんですけど

も、そこらあたりはどういうふうに思っておられるのか、お尋ねいたします。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） それでは、野並議員の再度の質問にお答えをいたします。 

 まず、後期高齢者医療制度、国が変更をしたわけですけども、なぜ老人保健から変わっ

たかというところを検証しますと、もとは人口構造に尽きるんですね。当時の老人保健制

度では７割が保険者、つまり社保とか国保が拠出金を出して支えていたんです。残り２割

が国で、５％ずつ都道府県と市町村が持ち分かれていたと。社保では半分ぐらい、保険料

の半分がもう拠出金、自分らと被扶養者の医療費ではなくて拠出金の割合が増えていった

から持たないということで、負担を求める後期高齢者医療に変わったと。それも当初は１

割負担が今は介護も含めて３割負担が出てきているというのは、これは自分らも負担して

いかないと支え切れない。年金を例に出されましたが、年金も負担する人があって支払え

れますので、人口構造がいびつになっております。 

 野洲市の高齢者の割合も合併のときは１６．３、今は２５．７ぐらいになって、これは
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よく出される数字ですが、後期を見ますと、合併のときは７．３ぐらいやったんですね。

それが今１２．４になっています。つまり、８人に１人はもう後期高齢者なんです。言わ

れたように、人口がお年寄りの数が多いのでとても支えられないということですので、そ

れは全て国が負うということは裏は税金で負うということですので、年金も含めてそれが

今の人口構造から支え切れるかどうかというところを見ないと、それは物理的に高齢者も

負担していかないと社会全体が支えられないという実態にはなってきているので、それを

是正するには少子化対策に力を入れて支える人口を、少しでも世の中が世代がうまく流れ

ていくようにするには必要な数の子どもはいるのかなということなので、その人口構造と

いうとこら辺がこのままでいいのかという議論、それを是正するにはどうしていったらい

いのかという議論をしていかないと、この問題の根本的な解決には及んでいかないのかな

と思いますので、単に国が補塡すべきではないかという議論はちょっと難しいのかなとい

うふうに考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 当初この後期高齢者の保険制度が実施されるときに、もうそう

いうとこら辺はわかっていたというのか、どんどん高齢者が増えていって、私最初に言い

ましたように、この創設をした理由としては高額な医療を使っても死亡するからもう７５

歳だけを終末期医療という形で抑えていく、１，０００円以上で報酬の単価を切ってしま

うとか、何週間以上になったら単価を下げるとかいう形で、長期入院にならんように追い

出すとかいろんな形で、とにかく終末期の医療費を抑制するためにさまざまなことが現実

行われていっているというのも実際としてあります。ですから、この部分で、やはり社会

保険の拠出が７割ということで負担になっていたというんであるならば、やはりそれは国

がカバーをしていかなければ、本人負担が本当にもう天井知らずに上がっていくというこ

とになりますので、ですからやはりこれは根本的には私は国の施策の問題だというふうに

思いますので、人口構造はこういうことはもうわかっていますので、そこのところが膨ら

んでいるというのはわかっていますので、やはり私は国の制度の根本的な問題、社会保障

のあり方そのものを次の介護保険にも同じことが言えるんですけども、もっとやはりきっ

ちりと国が対応をしていかなくてはならないというふうに思っておりますので、このぐら

いにしておきます。 

 次に、議第７７号平成３０年度野洲市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定につい
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てお尋ねをいたします。 

 家族の介護のために仕事をやめる介護離職が年間１０万人近くに上り、介護難民と呼ば

れる行き場のない要介護高齢者が数十万人規模に上るなど、介護を巡る問題が高齢者はも

ちろん現役世代にとって重大な不安要因となっています。独居老人や労働介護世帯が急増

し、高齢者の貧困、孤立が進行する中、６５歳以上の孤立死、孤独死は年間２万人に上る

と推計され、介護を苦にした殺人、殺人未遂が年間約５０件、１週間に１回、１件のペー

スで起こるという状況も続いています。 

 安倍政権は、にわかに介護離職ゼロと言い出しましたが、この７年間、同政権が実際に

行ってきたのは公的給付の削減や利用料の引き上げなど、介護を受けにくくする制度改悪

の連打でした。これでは介護を巡る危機的事態は深刻化するばかりです。 

 安倍政権が要支援者や軽度者を保険給付の対象から除外する改悪を繰り返すのか、介護

保険の創設を主導した元厚生労働省幹部から、このままでは介護保険は国家的詐欺の制度

になるという危惧の声も上がっています。 

 最近の新聞報道で、要介護１、２も介護保険から外し、総合事業に移行していく検討が

されているということであります。ますます保険あって介護なしで、国家的詐欺になりま

す。この点について、一番市民と接しておられる地方自治体の現場での思いをまず最初に

お尋ねしたいと思います。 

 そして、次に決算の中身でお尋ねいたします。 

 １点目は、不納欠損が約１４２万円あります。何人分でどの階層の方でしょうか。 

 ２点目、収入未済額が約７７０万円あります。何人分でどの階層の方でしょうか。 

 ３点目、特別徴収は年金天引きですが、普通徴収は年金が月１万５，０００円以下の方

や、年度途中の６５歳になられた方などです。年金が月１万５，０００円以下、年間１８

万円以下の方からも第１段階２万６，９１０円の保険料を徴収するということが問題では

ないかと考えます。収入に占める保険料の割合が１４．９５％、この方たちは何人おられ

るのでしょうか。ちなみに１２段階の方の負担割合は１．４４％です。最高と最低では１

３．５１ポイントの開きがあります。 

 ４点目は、１８万円以下では生活できないため、扶養家族ではないかと考えます。この

家族が本人の年金を管理されていたなら払うことはできません。介護が必要になったとき

に利用できません。このような状況になったとき、どのような対応されているのかお尋ね

いたします。 
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 ５点目が、基金残高が年度途中に１，３９６万円増え、１億６，０００万円になり、令

和元年度の補正でも８，３００万円積み立てられ、年度末には１億８，７００万円になる

となっています。３年ごとの見直しのたびに保険料が値上げされてきましたが、引き上げ

過ぎによるため込みではないか、見解を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、野並議員の議第７７号平成３０年度野洲

市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定についてのご質問にお答えいたします。 

 最初にお尋ねの、保険あって介護なしで国家的詐欺になるということについての現場と

しての思いにつきましては、この議案、介護保険事業特別会計の決算認定の議案でござい

ますので、質疑には該当しませんので、お答えの方はできません。 

 １点目の不納欠損、１４２万円の人数と保険料段階構成につきましては、平成３０年度

の不納欠損の１４２万円の内訳で、全体で３６人でございます。 

 階層別内訳でございますが、第１段階が１０人、第２段階が３人、第３段階が５人、第

４段階が６人、第５段階が２人、第６段階が６人、第７段階が２人、第８段階がゼロ、第

９段階以上が２人という結果でございます。平成３０年度当初賦課時点での普通徴収対象

者を分母といたしまして未納者の比率を出しますと、最も不納欠損者の比率が高いのは第

３段階で８％、次が第１段階、第２段階、そして第６段階が同率で５％といった結果でご

ざいました。不納欠損処理に関しては債権回収の見込みがないことが理由となることから、

低所得者段階での比較的割合が高くなっている状況でございます。 

 ２点目の保険料の未納額７７０万円の人数と保険料段階構成につきましては、ご質問の

収入未済額７７０万円といいますのは滞納の繰越分を含んでおりますので、同一の未納者

が年度で重複していることから、ご質問に正確にお答えするために、現年度分の普通徴収

保険料の未納額、額といたしましては３７５万３，８５５円を基準にお答えの方をさせて

いただきます。 

 まず、全体での実数につきましては９４人でございまして、保険料の段階別内訳では第

１段階が２１人、第２段階が６人、第３段階が５人、第４段階が１４人、第５段階が３人、

第６段階が２３人、第７段階が７人、第８段階が６人、第９段階以上が９人という結果で

ございます。平成３０年度の当初賦課時点の普通徴収対象者を分母にして未納者の比率、

先ほどと一緒でございますが、出しますと、最も未納者比率が高いのは第６段階での１７％、

次が第９段階以上の１３％、３番目が第２段階の１１％という結果でございまして、最低
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所得者層であります第１段階は１０％で全体の各段階の平均とほぼ同じ比率でございます。

第１段階から第３段階までの非課税世帯の平均も全体平均と同じ１０％という比率でござ

いまして、特に低所得者層に未納者が偏っているという結果は見られません。 

 ３点目の年金額が年間１８万円以上の人で、第１段階の保険料を徴収されている人数に

つきましては、普通徴収で第１段階の人数は平成３０年度本算定時点で２０３人でござい

ます。このうち、特別徴収の対象基準である単独種類の年金の支給額がいずれも年間１８

万円を超えない人数については把握できておりません。 

 ４点目の１８万円以下の人などで、家族がその年金を管理されているような場合の介護

費用確保の対応についてのご質問につきましては、介護費用の自己負担を誰がどのように

負担しているかはさまざまでございまして、市では統計的には把握はしておりません。一

般的には本人の収入で賄うものでございまして、それで足りない場合は扶養者や扶養義務

者の収入で賄われていくものと認識しております。 

 なお、家族が本人の年金を管理して本人の介護費用に使用しないような場合につきまし

ては、家族といえどもそれが搾取であれば経済的虐待と認定し、認知症等である場合には

権利擁護対策として財産管理人、あるいは成年後見人を申し立てるという措置を行うこと

になります。 

 ５点目につきましては、基金残高が１億６，０００万円と多い、引き上げ過ぎによるた

め込みではないかというご質問につきましては、平成３０年度は第７期計画の３年計画の

初年度でございます。まず決算後に今回の補正で一定額を積み立てることにつきましては

介護保険制度の運用のルールどおりでございます。 

 次に、引き上げ過ぎによるため込みではないかということにつきましては、今計画期間

中の収支計画時点では、第６期、１つ前の計画期の第６期からの繰越分で１億４，５００

万円を入れて収支が均衡すると見込んでおりましたけれども、平成３０年度の終わった段

階の実績をもとに本期間を推計しますと、平成３０年度に給付がそれほど伸びなかったこ

とから、現状、第７期では４，３００万円程度、現時点では次期への繰り越しが出るので

はないかと推測しております。しかしながら、この額につきましては介護保険給付費の予

算額、平成３０年度の決算でいきますと約３５億円でございますが、その額の１．２％の

割合でございまして、財政調整に必要な範囲の額であるということから、適正な運用であ

ると考えております。 

 以上、お答えといたします。 
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 申しわけございません。答弁の中で３点目のご質問の答弁の中で、年間の年金額が１８

万円以下と答えるべきところを以上と間違って答えましたので、修正いたします。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 介護保険の本来第１番目のところをまず聞きたかったんですけ

ども、いろんな意味で接しておられる中でいろんな思いがあるんではないかというふうに

思います。私たちも市民と接点がありまして、この介護保険の問題については施設入所、

入る場所もない、まず入れない。けども、もう一つ老健施設の月１７、８万円払えない。

だから入りたくてもお金がないし、入ることもできないとか、いろんな思いが皆さんの中

にあります。それと、ずっともう４０歳から介護保険料を払い続けていく。死ぬまで払う

という状況の中で、いざ利用しようと思ったらなかなか介護認定が低く、認定の中に入れ

ないというとか、さまざまな部分がこの中にあります。それと、今お聞きしたように不納

欠損、収入未済ということで、払えないというとこら辺、本当にこの基準額という、さっ

き第５段階が基準額なんですけども、これが本人が住民税非課税、世帯の中に住民税課税

者がいる、同居されている方がおられるという方の基準額が年間７万１，７６０円なんで

すよ。これが基準というところですから、本当に私はこれは当初導入されたときからこの

保険料が倍になっているんですよね。どんどんどんどん上がっていくというこの中で、や

はりこの不納欠損や収入未済額が出てきているというのの私はあらわれでないかというふ

うに思います。１割ぐらいの人が収入未済額１０％が平均、１１％とか１７％とかいうふ

うなとこら辺は、普通市民税とかこんなたくさんの方が不納やら未済になっているかどう

かちょっとわからんわな。というふうに、いうとこら辺においては、ちょっと本当に私は

こんなたくさんの方が払えないような状況になっているというのは、ちょっともう限界に

来ているんではないかというふうに思います。ですから、これも先ほど言いましたように、

やはり国全体の社会保障制度の中において検討をしてもらわなければならない問題だとい

うふうにも思います。本人負担がどんどん増えていくというとこら辺、そして介護から外

していく、要介護１、２を外していく、３以上からしか介護保険が使えないという、本当

にもう国民健康保険ならばそういうことはありませんよね。保険税を納めればみんな保険

が適用されて１割負担、２割負担、３割負担ありますけれども、利用できるというのが保

険制度。しかし、この介護保険はそういう意味では利用できないというような状況になっ

ているというのは、やはり本当に国家的詐欺だというふうには言われても仕方ないという

ふうに思います。 
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 もっと突っ込みたいけど、私も次の時間がありませんので、議第９６号のところに移り

ます。 

 野洲市立保育所における延長保育及び野洲市立幼稚園における預かり保育に関する費用

徴収条例の一部を改正する条例についてお尋ねをいたします。 

 １０月１日から幼児教育・保育の無償化が実施されることによる条例改正です。消費税

１０％の引き上げとあわせ、安倍首相が突然言い出した内容で、無償化の財源を逆進性の

ある消費税に求めるのは根本的に問題があります。消費税増税でなく無償化をしていくこ

とはできます。 

 ６月議会で市長が言われたように、政策が政治に使われたということで、年度途中の１

０月から実施というのも行政や園にとって余計な労力を使うことになりました。幼児教

育・保育の無償化に対しては賛成しますが、さまざまな問題があります。６月議会で市長

も答弁されましたが、本来は国がやるべきことを来年度から民間の無償化の費用は国が２

分の１、県が４分の１、地方自治体が４分の１になり、公立は全額自治体負担です。この

影響額は概算で１億３，５００万円増額になると答弁されたとおり、幼稚園８園全て公立

である野洲市において大きな影響になります。さまざまな弊害が予想されており、地方自

治体や保育園において複雑な実務があり、また３歳未満と３歳以上とで保育料の差が生じ、

子育て支援と言いながら中途半端な内容です。さらに認可外保育園施設も期限付きで無償

化の対象にし、保育の安全基準という点からも指摘されていたことや、給食費については

保育料に含まれていた副食代の徴収など問題があります。今後消費税の増税分を地方譲与

税として配分すると言われていますが、公立の保育園、幼稚園の比率の高い野洲市ではど

のようになるかも含めて質問をしたいと思います。 

 第１点目、幼稚園での預かり保育において、今回の改正で恒常預かり保育料が１万２，

０００円から無料に改正されます。緊急預かり保育が日額５００円から４４０円に改正さ

れます。市のホームページのお知らせでは、１回の利用料は５００円の予定ですと書かれ

ており、この金額の根拠は何なのかお尋ねいたします。 

 ２点目、恒常預かり保育を利用されているのは何人おられるのか。 

 ３点目、市のお知らせでは、就労が月１５日以上の常時利用の方は月１，２００円の利

用料ですが、１５日以下の一時的な利用の方は１回５００円で、３回利用すれば１，５０

０円になりますが、この差はかなり開きが出ることになります。このような開きがあれば、

１５日以上の就労を求め、恒常的な預かり保育をする方が増えるのではないでしょうか。
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現在緊急預かり保育で３回以上利用されている方は何人おられるのかお尋ねいたします。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、野並議員の議第９６号野洲市立保育所に

おける延長保育及び野洲市立幼稚園における預かり保育等に関する費用徴収条例の一部を

改正する条例についてのご質問にお答えします。 

 まず、１点目の幼稚園での預かり保育におきまして、１回５００円の金額の根拠は何な

のかというご質問につきましては、一時的な預かり保育において、１回の利用料は４４０

円の保育料と６０円のおやつ代を足して合計５００円の設定をしております。 

 ２点目の恒常預かり保育を利用されている方は何人おられるのかというご質問につきま

しては、市内の４園で実施しております恒常預かり保育で、令和元年８月１日現在の利用

児童は中主幼稚園８３人、野洲幼稚園１４人、祇王幼稚園３０人、北野幼稚園４６人の合

計１７３人となっております。 

 ３点目の、現在緊急預かり保育で３回以上利用されている方は何人おられるのかのご質

問ですが、市内の全８園で実施しております緊急預かり保育で、平成３１年４月から令和

元年７月までの４カ月間で見ますと、４月は４０人、５月が３５人、６月が３５人、７月

が６２人の計１７２人利用となっております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） この１番目の保育料の４４０円というのはどういう積算の根拠

でなっているんでしょうか。 

 それと６０円のおやつ代というのは、１日のおやつ代としてですが、これもどういう根

拠で６０円というふうに設定をされているのか、お尋ねします。 

 それと、３点目でこの６２人とか３５人とか、こういう方々が３日以上利用されていま

すね。そうすると、先ほど私が言いましたように恒常的やったら月１，２００円で済みま

すね。常時の場合。１回預かるということでは５００円という形になりますので、私は３

日以上利用してはるこういう方々は事業所で１５日以上、４時間働くようにしてほしいと

いって私は言われるんではないかという意味では、ぐんと増えるんではないかというふう

に思うんですけども、そこら辺ではまた支出が増えると思うんですけども、そこら辺はど

ういうふうに思っておられますか。計算されていますか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 
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○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、ご質問のまず１点目でございますけれど

も、５００円のうちの４４０円と６０円の内訳でございます。４４０円は保育料として想

定しておるんですけれども、現在３歳、４歳、５歳児で預かっておるところの人件費諸々

ですね、を積算いたしまして、その他消耗品、あるいは必要経費等の積算から割り戻した

中での４４０円という計算をしております。おやつの６０円につきましては、実績ベース

のおやつの金額でございます。 

 ２点目の緊急預かりのご質問でございますけれども、野並議員１，２００円の金額につ

きましては、これは１回５００円と対比する額ではなくて、この１，２００円はいわゆる

おやつ代という見方をしていただきまして、月２０日ということですので、先ほどおやつ

代６０円ということですので、掛けて１，２００円ということになります。これで２つ目

の回答については答弁とさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） それはわかっています。でも、保育の無償化という形で１万２，

０００円がゼロになるということで、おやつ代だけで済むということで恒常的に利用され

るようになると市の負担が増えるんではないかというふうな思いをしております。これは

もっと委員会で追及して下さい。 

 議第９７号野洲市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例について質問いたします。１０月１日からの幼児教育・保

育の無償化が実施されることによる条例改正です。 

 無償化には賛成しますが、消費税１０％の引き上げとあわせて安倍首相が突然言い出し

たものであります。消費税増税でなく無償化していくことはできると思います。 

 議案の給食費については、これまで保育料に含まれていた副食代の徴収など問題があり

ます。以下の点を質問いたします。 

 第１点目、議案関連資料の３４ページに食事の提供について、満３歳以上の子どものう

ち、市町村民税所得割額合算額ア、イ７万７，１０１円とか５万７，７００円の金額が出

されています。また、市のホームページの説明では、通園送迎費、食材費はこれまでどお

り保育者負担になるが、年収３６０万円未満相当の世帯の子どもたちと全ての世帯の第３

子以降の子どもたちは副食費が免除とあります。この書き方の違いをお尋ねします。 

 第２点目、これまで副食費は保育料に含まれていましたが、今回の無償化で免除になる

子どもと、新たに払わなければならない園児はどれだけかお尋ねします。 
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 ３点目、それぞれの施設で副食費を徴収するということですが、どのようなシステムな

のか、現場の保育士の負担にならないのか、改善の余地があるのか質問いたします。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、野並議員の議第９７号野洲市特定教育・

保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

についてのご質問にお答えいたします。 

 まず、１点目の無償化に係る改正条例の規定と本市のホームページの資料との違いにつ

いてでございますが、改正条例第１３条第４項第３号ア及び同号イに規定する内容とホー

ムページの資料については、年収３６０万円未満相当世帯の子どもたちと全ての世帯の第

３子以降の子どもたちの副食費についての免除規定、あるいは資料となっており、内容的

には同じことを示しているものでございます。 

 なお、改正条例においては年収を市民税所得割額で表しているのは、国の法令に準じ規

定しているためでございます。 

 ２点目の今回の無償化により、副食費が免除となる子どもと新たに副食費として負担が

発生する子どもについての数でございますけれども、本年９月１日現在、幼稚園及び保育

園等を利用している子どもたちで、今回の無償化により副食費が免除となる子どもの数は

２２１名でございます。また、新たに副食費として負担していただく子どもの数は５８１

名でございます。 

 ３点目の副食費の徴収システム、現場の保育士への負担、改善の余地についてというご

質問でございますが、副食費の徴収につきましては、公立園では主食代と同様に保護者が

指定する口座から月ごとに振替納付を行う予定をしております。また、免除対象者のデー

タにつきましては、市役所の担当課の方から各園に送付すると共に、免除対象の保護者に

は免除対象である旨の通知をする予定をしております。 

 また、現場の保育士への負担につきましては、今般の無償化により事務的な負担は増加

することとなりますが、市内公立園、幼稚園、保育園全てにおいて事務補助員を配属して

いることから、現場の保育士には新たな事務的負担は発生しないものと考えております。 

 また、改善の余地につきましては、園では副食費だけでなく、主食費、諸費など、保護

者から多くの負担金の取り扱いをさせていただいておりまして、本年度より口座振替シス

テムを導入したところでありますが、今後においても可能な範囲で事務処理の合理化を図

ってまいりたいと考えております。 
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 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 副食費が新たに５８１人支払わなければならない人が出てきた

ということですね。無償化になったことによって保育料そのものはゼロ円になりますけど

も、本来ならば中に組み込まれていたんですから、もう全部払わなくてもいいみたいに思

います。毎月保育料という形で納めていたのがゼロ円ということになりますからね。これ

だけ副食費が要りますよというところが、さっき出ていたのが保育園の給食費が２，２０

０円というのが今現在給食センターに行っていますね。これが３，０００円になるという

ところなんですか。幼稚園は３，０００円給食費になっているんですけども、この金額ち

ょっと教えて下さい。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまの保育園と幼稚園の給食の代金でございま

すけれども、野並議員おっしゃった幼稚園につきましては３，０００円とおっしゃいまし

たね。それから保育園の方は。 

○１４番（野並享子君） ２，２００円。規則で出ていますけど。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ３，０００円につきましては、これは給食費でござ

いまして、そこにおやつ代が１，２００円乗ってトータルの金額として４，２００円のお

支払いになります。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 今幼稚園では３，０００円の給食費プラス１，２００円のおや

つ代払って４，２００円払っていることになっているんですか。含んでいるんと違うんで

すか。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 済みません、今の問いの内訳につきましては、ちょ

っと今手持ちございませんので、後ほどお答えさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 本当に無償化という形で全部無償にしていくならばいいんです。

けども、本当にこういう形で……。 

○議長（橋 俊明君） ３回終わっていますので、次の質疑に入ってください。 

○１４番（野並享子君） なっていますので、非常に複雑な状況になっていまして、だか
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ら給食費を無料にしている……。 

○議長（橋 俊明君） 次の項目に入って下さい。 

○１４番（野並享子君） 議第９８号野洲市特定教育・保育の実施に関する費用徴収条例

について質問いたします。 

 １０月１日から幼児教育の無償化が実施による改正であります。この無償化には賛成を

しますが、さまざまな問題があります。３歳未満と３歳以上で保育料の差が生じ、子育て

支援と言いながら中途半端であります。以下の点を質問します。 

 今回の無償化の対象は３歳以上は全てで無償、３歳未満は市民税非課税世帯のみであり、

このことによって野洲市では保育料が無料になるのは何人の子どもなのか。 

 次に、野洲市が負担する金額は幾らになるのか。また、公立の場合交付税で補塡されま

すが、これらの試算をお尋ねいたします。 

 ２点目、３歳未満の子どもたちで生活保護世帯と非課税世帯は保育料は無料です。また、

一般家庭は市民税が７万７，１００円未満の家庭では１，２００円に軽減されていますが、

市民税の所得割が非課税で均等割のみ課税の世帯は保育料は９，７００円、市民税所得割

４万８，６００円の家庭は１万３，６００円、最高で７万７００円の保育料となっていま

す。今回の子育て支援で保育料無償化に該当しない家庭が何世帯おられるのかお尋ねしま

す。また、これまで保育料の減免が行われていました第２子半額、第３子無料という制度

はそのまま継続されるのかお尋ねいたします。 

 ３点目、今回の幼児教育の無償化で公立保育園、幼稚園が多い自治体と、民間の保育園、

幼稚園が多い自治体では負担する金額に差が出ます。この点についての見解を求めます。 

 さらに、３歳以上は無料となりましたが、３歳未満は市民税非課税の２階層は無料にな

りましたが、それ以外は現行の保育料というこの線引きに対して市としてどういうお考え

なのかお聞きいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 野並議員のご質問にお答えをします。 

 何か委員会要らんぐらいにご質問いただいているので、できるだけ委員会でもう少しや

りとりができるようにしていただいたらいいんじゃないかなと思いますけども、今発言で

は通告私に何も指名なかったんでどうしようかなと思ったんですが、一応文書には書いて

あるのでお答えをいたします。 

 前から言っていますように、今回の無償化は今からいくと３年弱前の衆議院選挙で突然
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出てきました。最初は無償化は全て国が持つということで来ていたんですが、途中からま

ず民間は国が３分の１、県が３分の１、市町３分の１ということで、余りにも負担が大き

いということで大反対が起こって、とりあえずは今もお話あったように２分の１、４分の

１、４分の１になって、市町村が妥協した形です。 

 それと、民間でない公立はご指摘のように基本的には一切補塡しないということなので、

これも私随分国におかしいんじゃないかと言ったんですけども、もう総理の判断だという

ことで、局長クラスも答えができなかったということです。 

 この制度、今野並議員もおっしゃったように、野党も反対しなかったからゆがんだまま

で成立をしています。珍しく、野並議員、今聞いていたら少なくとも２、３回賛成ですと

おっしゃいました。 

 問題点はどこにあるかといったら、もともと前の政権のときに社会保障と税の一体改革

で消費税２％上げましょうと出ていまして、本来ここに使う財源ではなかったんですけど

も、３年前にそういうふうにされました。保育・幼児教育の無償化という打ち出しなんで

すけども、いわゆる政策スキームから見ると単に幼稚園まで無償にしただけのことであっ

て、保育園は関係ないんです。ですから今のように給食費とか副食費がややこしくなって

きている。ですから、今小学校１年から無償、当たり前です、義務教育で。これを３歳ま

で落としてきただけのことなので、当然学校では給食費いただいていますから、給食費を

いただかないといけない。保育園も保育園とみなしているのと違って、幼稚園の時間帯は

保育園は幼稚園とみなしたから給食費をいただかないといけないという理屈になってきて

いるので、多分国の官僚もそこまで見ている人は余り少ないと思うんですけども、政策と

いうのはもう一回別の観点からスキームを通さないとだめなんですよ。だから、物すごく

複雑になっています。 

 それと、保育園の無償化は実際はやっていなくて、昔から、以前から低所得の方、そし

て多子世帯は無償化していますから、余り保育園の無償化の恩恵はありません。保育園も

何が変わってきたかといったら、最初は無認可は無償にしないと言っていたんですけども、

これは私も当初から一番気の毒なのは無認可の保育園を使っている方が気の毒であって、

保育園に入ろうと思っても入れなかったから高い、あるいは条件も厳しい無認可に行って

おられるのに、そこが無償にならなければ二重、三重で不利になるという議論は当然出て

きて、無認可まで無償になりました。無認可が無償になったら、今度はベビーシッターま

で無償ということで、これはとんでもないような制度になっているわけです。ですから、
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いろいろ言っても仕方がないので、政策が劣化していっているのと違って、最初から制度

設計が変な制度なんですが、ただ市民の方にとってみれば無償化の恩恵はあるので、野洲

市も国の制度をきちっと踏まえた上で、さっき政策監いろいろ細かくお答えしていました

けども、料金なんかも負担が少ないようにしようということでいっています。 

 ですから、直営の保育園の分が一応どこかで補塡はすると言っていますけれども、その

減収分が丸々市民負担になります。 

 ただ、これも常にお話していますように、野洲市は前の政権が優しいと言っていた政権

なんですけども、国民に。実際保育料上げてきたので、そのときに野洲市は逆に下げたの

で、今回、国標準からすると野洲市の保育料が安かったがために逆ざやになっているので、

その分だけは財政負担が皮肉なことですけども、市の持ち出しが減ったので、ある程度今

の公立保育園の国からお金をくれない分が少しは埋め合わせができるのかなというふうに

思っています。 

 本当に今さっきの介護保険とか後期高齢者、始まって１０年、あるいは１０何年の間に

劣化しているんですが、今回はできたときからかなり厳しい制度なので、ぜひいろんな国

民にもう少し透明性のある情報提供がされて、議論されないといけないんですが、保護者

にとってみたらそんなこと言ってられないわけなので、今申し上げたように保護者には不

利にならないように、市の負担もできるだけ適正になるような制度設計をした次第であり

ます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、私の方から１点目、２点目のお答えをさ

せていただきます。 

 １点目の、今回の無償化により保育料が無償化となる子どもの数についての質問でござ

いますが、本年９月１日時点におきまして、今回の国の示す無償化制度により保育料が無

償化となる子どもの数は、幼稚園を利用している子どもは７３２人、保育園を利用してい

る子どもは６２３人、合計で１，３５５人が無償化の恩恵を受けることになります。 

 また、今回の無償化によりまして、野洲市が負担すべき金額につきましては、本年度に

限り全額を国が負担する計画でございますので、本市の負担はないものと捉えております。 

 なお、次年度以降につきましては、先の６月議会の工藤議員の一般質問でお答えいたし

ましたが、令和２年度は年度当初から無償化の影響を受けることになりまして、その影響
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額は概算で約１億３，５００万円の市負担増になると思われます。また、交付税の額は、

今回の無償化以外の事由、要因によっても変動するため算出することはできません。 

 ２点目の今回の無償化により保育料が無償化に該当しない家庭の数についてでございま

すが、本年９月１日の時点におきまして、今回の国の示す無償化制度に該当しない子ども

がいる家庭の数は、保育園を利用いただいている４３６世帯となります。 

 また、これまで実施しておりました兄弟の保育料の軽減措置につきましては継続する予

定でございます。 

 以上、お答えとします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） さっき国が妥協したのが３分の１を４分の１にしてくれたことと、

今政策監が言いましたように、この１０月から無償化するんですが、財源がないので、そ

こも最初は自治体に持てと言っていたんですけども、今年度は丸々国が持つといったとこ

ろが国の妥協点です。 

 それと、もう一つ今回の制度の問題で、さっき言いましたように小学校１年生を３歳ま

でおろしてきただけのことなんですが、小学校の場合は公立全員入学が原則なのに、私立

を前提にしているということからしても矛盾が生じているので、本来公立を優先しないと

いけないという制度上の問題もあるというのもつけ加えておきます。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 本当にこの無償化は矛盾だらけで、幼児教育を無償にすると言

えば、もう保育園から全て無償にしていくというのが基本やというふうに私は思います。

ですから、それでも賛成をしているというのは、今先ほどもお聞きしたように、かなりの

子どもたちがこの制度によって無償になるということですから、それはそれで皆さん求め

られておると思いますので、それはそれでいいんですけども、今お聞きしますと無償化に

該当しない世帯、だから４３６世帯ですね、この世帯は保育園のゼロ、１、２歳の方のと

ころで結構保育料を納めておられます。先ほど言いましたように、最高は７万７００円、

５万、６万というかなりの保育料を納めておられる方がおられて、それでこっちはゼロと

いう本当に大変な状況に私はなるというふうに思います。ですから、これは本当に早急に

何とか国がやってもらわんと、市町村でやれるような問題ではありませんので、国が問題

やというふうに思います。 

 交付税で補塡するというふうなところの試算ができないという、これ国からのこういう
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ふうな形で１億３，５００万円からの持ち出しがあるということに対して、全く本当に試

算ができないんですか。というとこら辺がちょっと私は疑問なんですけども。 

○議長（橋 俊明君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 今のご質問の、まず額の方につきましては、現在や

っておるシステムと、次、無償化になったときに市が負担する分ですね、そこの差でどれ

だけまだ多く市が負担するかという額が今言った額で、交付税の額につきましては、今回

の質問いただいているときに財政当局にも確認しましたが、国の方がその積算の、交付税

自体いろんな積算項目、そこをまだ出していないし、仮に数字が出ていても、そこが保育

園の部分だというその数字が、その積算のシステムの中で取り上げて抽出するというのは

非常に困難であるということを聞いておりますので、影響額はということにつきましては

算出することができませんという答弁をさせていただいております。 

 以上、お答えとします。 

○議長（橋 俊明君） 野並議員。 

○１４番（野並享子君） 無償化の財源を消費税という形で、だから消費譲与税を２％分

上乗せして市にも出すんだから、そこで賄えというふうなことも言われていますよね。こ

の消費譲与税は別に保育料だけでなく物件費やら維持費やら、その他全部２％上がります

ので、とてもじゃないけど、どれだけ譲与税が増えるのかという質問入れていたんですけ

ど、今のこの条例とは関係ないということで外しましたけど、またこういうのも委員会の

中で皆さん聞いていただければというふうに思いますので、終わります。 

○議長（橋 俊明君） 暫時休憩します。再開を午後１時といたします。 

            （午前１１時４８分 休憩） 

            （午後 １時００分 再開） 

○議長（橋 俊明君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 健康福祉部政策監より発言を求められておりますので、これを許可します。 

 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 午前中の野並議員の議第９７号野洲市特定教育・保

育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例に

ついての議案質疑の中で、野並議員の方から野洲市学校給食負担金徴収規則の中に記載が

あります給食負担金の額、いわゆる幼稚園が３，０００円、それから保育園が２，２００

円と記載がございまして、その差の８００円は何かという問いがございまして、その差額
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につきましては、給食のうち牛乳、パン、麺代がここには含まず、その分につきましては

給食費として徴収ではなく、園の方が直接８００円については徴収しておるということで

ございます。答弁とさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） それでは、午前中に引き続き議案質疑を続けます。 

 次に、第１５番、東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） それでは、議第９２号野洲市会計年度任用職員給与等に関する

条例について質疑をさせていただきます。 

 ２０１７年度５月に地方公務員法及び地方自治法の改正が成立し、新たに会計年度任用

職員制度が導入されて、非常勤職員を法的に位置づけると共に、職務給の原則に基づき、

常勤職員との均等待遇が求められるようになりました。 

 そこで、以下５項目についてお尋ねをいたします。 

 １項目目は、２０２０年度４月から施行されます会計年度任用職員制度は、会計年度を

超えない期間を任期として採用される一般職の地方公務員で、臨時職員や非常勤職員であ

るが、この会計年度任用職員制度で野洲市の場合何人の職員が適用されるのか、フルタイ

ムとパートタイムのそれぞれの人数をお尋ねします。 

 ２項目目に、会計年度任用職員制度によって、職員の給料は増えるのか減少するのかを

お尋ねします。 

 ３項目目が、会計年度任用職員制度とは、１週間当たりの常勤勤務と同一ということが

フルタイムの条件とあるが、１分でも短くなればパートになるのかお尋ねします。 

 ４項目目です。会計年度制度の導入は、これまで脱法的に行われてきた正規から非常勤

職員などの非正規への置きかえにならないのかお尋ねします。 

 ５項目目です。フルタイムでは給与、手当の支給対象となり、扶養、住居手当等の各種

手当が可能とされます。パートタイムは報酬費用弁償である交通費支給のみが対象とされ

ます。これでは会計年度任用職員でフルタイムとパートタイムでは手当等に格差が生じる

のではないかと思いますが、答弁を求めます。 

 ６項目目です。会計年度任用職員制度による国の財政負担はどのようになり、市に負担

が増えることはないのかお尋ねします。 

 以上、答弁を求めます。 

○議長（橋 俊明君） 総務部長。 

○総務部長（小山日出夫君） それでは、東郷議員の議第９２号会計年度任用職員の給与
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等に関する条例についてのご質問にお答えをいたします。 

 まず、１点目の会計年度任用職員制度で何人の職員が適用されるのか、フルタイムとパ

ートタイムそれぞれの人数はと、このお問いかけについてでございますが、来年度以降の

会計年度任用職員の人数につきましては、事業規模や予算の状況等により不確定でござい

ますが、現在の嘱託職員及び臨時職員の職がそのまま会計年度任用職員に移行した場合で

お答えをいたしますと、本年４月１日現在でフルタイムは１７２人、パートタイムは３９

８人でございます。 

 ２点目の会計年度任用職員制度による職員の給与の増減でございますが、会計年度任用

職員の給与水準は、現在の嘱託職員・臨時職員を下回らないよう制度設計を考えておりま

すし、一定の勤務条件を超える会計年度任用職員につきましては期末手当の支給を行いま

すので、現在の嘱託職員・臨時職員の給与水準に比べ、会計年度任用職員の給与は増加す

るものと考えております。 

 次に、３点目の１週間当たりの常時勤務と同一ということがフルタイムの条件とあるが、

１分でも短くなればパートになるのかとのご質問につきましては、そのとおりです。 

 ４点目の会計年度の導入は、これまで脱法的に行われてきた正規から非常勤職員などの

非正規への置きかえにならないのかとのご質問でございますが、まず、これまで脱法的に

行われてきたとはどのようなことを指しておられるのか理解できませんし、ご指摘のよう

なことは全くございません。 

 これまでから、職員配置については業務量や責任の程度等に応じまして正規職員と非正

規職員を配置してございまして、会計年度任用職員制度の導入後も同様とするものでござ

います。 

 次に、５点目のフルタイムとパートタイムでは手当等に格差が生じるのではないかにつ

きましては、まずフルタイムの会計年度任用職員に対する扶養手当や住居手当の支給は可

能とされてございません。フルタイムの会計年度任用職員に支給される手当につきまして

は、退職手当を除き、原則パートタイムの会計年度任用職員にも報酬という形で支給され

ますので、フルタイムとパートタイムで手当等の格差が生じるとは考えておりません。 

 最後になりますが、６点目の国の財政負担はどのようになり、市に負担が増えることは

ないのかとのご質問でございますが、国からは新たに支給することとなる期末手当に対し

まして地方財政措置を行うとだけ聞いておりますが、詳しい情報はまだ本市の方には何も

入っておりません。市の財政負担につきましては増加することになるものと考えておりま
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す。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１５番（東郷正明君） 再質問します。 

 先ほどフルタイムの方が１７２人でパートの方が３９８人という答弁でした。これは全

職員の何割に当たるのか、お尋ねします。 

 次に、この制度によって職員の給料は下回らないということでしたので、今後もその方

向でよろしくお願いしたいと思います。 

 それと、１週間当たりの働く時間、この時間が１分でも短くなれば、１週間フルタイム

の方がパートタイムになって置きかえになってしまうということが明らかになりました。

これではどんどんどんどんフルタイムの人がパートの人に、そちらにこういった条件でこ

ろころ多くの人がかわっていってしまうのではないかと危惧します。例えば、子どもを学

童保育に連れていったり、また急に家族の方の介護のため職場を早く切り上げられたら、

そういう方がどんどん出てきたら、その人たちがパートにかえられてしまうのではないか

と思います。これについてもどのようにお考えか、またお尋ねします。 

 次に、フルタイムとパートタイムで諸手当に格差がないということで答弁いただきまし

た。今後も格差がないように、また法令に沿ってしっかりとやっていただきたいというふ

うに思います。 

 そもそも、この公務員法では行政サービスの安定と質を確保するため、常勤職員が中心

となって担うという無期限任用の原則があります。この会計年度任用職員制度ができて、

育休とか年休とか、そういったとこら辺で前進の部分もあります。働く時間に応じてまた

期末手当も出されますし、そういう意味では同一労働同一賃金に一歩一歩近づいていると

は思いますけれども、我々からするとこれが正規職員と会計年度職員のはざまとなって、

今後も雇用の調整弁になっていかないのか、そのあたりをお尋ねします。 

○議長（橋 俊明君） 総務部長。 

○総務部長（小山日出夫君） それでは、東郷議員の再質問でございますが、何点かいた

だいたんですが、ちょっと判断できる範囲でお答えをさせていただきます。 

 まず、職員の割合についてまず最初にお尋ねになったと思いますが、会計年度任用職員

となるべき職員の割合については、現在のところ５５％になってございます。 

 それと次に、フルタイムからパートタイムへころころとかわる可能性があるんじゃない
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かというようなお尋ねでございますが、まず会計年度任用職員の採用にあたりましては労

働時間等明記させていただきまして、どういった職場でどういった仕事で働いていただく

ということを前提にお示しさせていただいて、その上でご本人承諾の上応募されるわけで

すから、そのようなことはないと考えております。 

 それと最後のご質問ですが、もう一度お願いしたいんですが、ちょっとなかなかわかり

にくかったものですから、申しわけございません。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１５番（東郷正明君） 公務員法で、行政サービスの安定と質を確保するためには常勤

職員が中心となって担うという無期限任用の原則なんですけども、こういうのがあります。

この会計年度任用職員の制度で、育休とか年休とか、そういうとこら辺の前向きなところ

もここに含まれています。それで、また働く時間に応じて期末手当も出されますし、そこ

は同一労働、同一賃金に一歩は近づいていると思うんですけども、この制度が雇用の調整

弁、いわゆるそういうことになっていくのではないかと危惧をするんですけれども、その

あたりをお尋ねしました。 

○議長（橋 俊明君） 総務部長。 

○総務部長（小山日出夫君） まず、正規職員で申し上げますと、この正規の職員につき

ましては野洲市の職員定数条例に定めまして、職員定数の範囲内で計画的に採用を行って

いる状況でございまして、特に近年は保育士、幼稚園の教諭など正規職員の増員も行って

いるところでございます。 

 それと、必要とする職に対して、仕事に対して、今回フルタイム、あるいはパートタイ

ムとして募集をかけるということから、偏るといいますか、そういった問題は今のところ

想定はしておりません。これでよろしいですか。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１５番（東郷正明君） １つだけちょっと気になりましたんですけども、労働時間を示

して働いてもらって、この任用制度で職員制度で働いてもらっていくと言われましたが、

これだったらこういう条例というか、法で認められた公務員の公のパートになってしまう

のではないかと私は考えるんですけども、そういうふうにならないのか、また今後そうい

う、言い方は悪いけど公に認められたパートになってしまう、そういう方が増えていくの

ではないかと思いますが、そこはしっかりと働く人たちの権利を守っていくためにもそう
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いうふうにならないようにと求めたいと思いますが、その辺いかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 総務部長。 

○総務部長（小山日出夫君） お尋ねの件ですが、従来嘱託職員、あるいは臨時職員、こ

ういった業種で正規職員のカバーといいますか、なかなか全てが全てできない部分につい

て、仕事の比重的な部分もあるんですけども、そういったものを担当して業務をやってい

ただいているということで、採用に関しては今後も同じ内容で必要なところに必要な会計

年度任用職員を配置していくと、このように考えておりますので、この新しい制度が始ま

ることによって新たな問題が生じるとか、そのようなことは全く危惧しておりません。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 以上で、通告による質疑は終了いたしました。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 （日程第３） 

○議長（橋 俊明君） 日程第３、議第７４号から議第８５号まで、平成３０年度野洲市

一般会計歳入歳出決算の認定について他１１件を一括議題とします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております議第議第７４号から議第８５号までの各議案は、会議規

則第３９条第１項ただし書の規定により、既に配付いたしました議案付託表のとおり決算

特別委員会に審査を付託いたしたいと思います。これにご異議ございませんか。 

            （「異議なし」の声あり） 

○議長（橋 俊明君） ご異議なしと認めます。よって、議第７４号から議第８５号まで

の各議案は、議案付託表のとおり決算特別委員会に審査を付託することに決定いたしまし

た。 

 （日程第４） 

○議長（橋 俊明君） 日程第４、議第８６号から議第１０３号まで、令和元年度野洲市

一般会計補正予算（第６号）他１７件を一括議題といたします。 

 ただいま議題となっております議第８６号から議第１０３号までの各議案は、会議規則

第３９条第１項の規定により、既に配付いたしました議案付託表のとおり、それぞれ所管

の常任委員会に審査を付託いたします。 

 （日程第５） 

○議長（橋 俊明君） 日程第５、議第７３号専決処分につき承認を求めることについて
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（令和元年度野洲市一般会計補正予算（第５号））を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております議第７３号については、会議規則第３９条第３項の規定

により、委員会付託を省略いたしたいと思いますが、これにご異議ございませんか。 

            （「異議なし」の声あり） 

○議長（橋 俊明君） ご異議なしと認めます。よって、議第７３号については委員会付

託を省略することに決しました。 

 これより、ただいま議題となっております議第７３号について討論を行います。 

 ただいま議題となっております議第７３号専決処分につき承認を求めることについて

（令和元年度野洲市一般会計補正予算（第５号））については、討論の通告はございません

でしたので、討論を終結いたします。 

 これより、議第７３号について採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議第７３号専決処分につき承認を求めることについて（令和元年度野洲市一般会計補正

予算（第５号））は、原案のとおり承認することに賛成の方の起立を求めます。 

            （多数起立） 

○議長（橋 俊明君） ご着席願います。 

 起立多数であります。よって、議第７３号は原案のとおり承認されました。 

 （日程第６） 

○議長（橋 俊明君） 日程第６、議第１０４号令和元年度野洲市一般会計補正予算（第

７号）を議題といたします。 

 市長の提案理由の説明を求めます。 

 市長。 

○市長（山仲善彰君） それでは、本日追加で提出いたしました議案の提案理由をご説明

申し上げます。 

 議案といたしまして、補正予算１件を提案いたしますので、ご審議をよろしくお願いし

ます。 

 議第１０４号令和元年度野洲市一般会計補正予算（第７号）は、歳入歳出予算それぞれ

に１３万９，０００円を追加します。 

 補正の内容は、令和元年８月２０日付で提出された住民監査請求への対応について、専
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門的な法律知識が求められることなどに鑑み、野洲市監査委員から弁護士費用について早

急な予算措置が必要との要請があったため、歳出において監査委員運営費１３万９，００

０円を追加します。なお、これに対する歳入は繰越金を同額追加計上いたします。 

 よろしくご審議賜りますよう、お願いいたします。 

○議長（橋 俊明君） これより、ただいま議題となっております議第１０４号について

質疑を行います。ご質疑はございませんか。 

 暫時休憩します。 

            （午後１時３０分 休憩） 

            （午後１時４８分 再開） 

○議長（橋 俊明君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 今回、第３番、長谷川崇朗議員より質疑通告書が出されましたけれども、ちょっとその

内容について長谷川議員より発言を求められておりますので、これを許します。長谷川議

員。 

○３番（長谷川崇朗君） ただいま議案質疑の方を準備いたしましたが、住民監査請求の

中身について弁護士費用等がどうして高額になったのかということを質問しようと思いま

したが、この本補正予算の内容には適さないという指摘を受けまして、取り下げの方をさ

せていただきたいと思います。失礼いたしました。 

○議長（橋 俊明君） 暫時休憩します。 

            （午後１時４９分 休憩） 

            （午後１時５０分 再開） 

○議長（橋 俊明君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

○３番（長谷川崇朗君） 続けます。弁護士費用と言っているのは住民監査請求、住民側

から監査してほしいと言われている弁護士費用の件です。住民側が弁護士費用が高額であ

ると言っております。これに関して執行部側、市長のご意見が聞ければと思い質疑をしよ

うと思いましたが、本補正予算の内容にはそぐわないという指摘を受けましたので、今回

はここは質疑の方を取り下げたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 暫時休憩します。 

            （午後１時５１分 休憩） 

            （午後１時５３分 再開） 

○議長（橋 俊明君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 
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○３番（長谷川崇朗君） 今回住民監査請求の中身について質問しようと思いましたが、

本場ではふさわしくないとの指摘を受けましたので、質疑を取り下げようと思います。失

礼いたしました。 

○議長（橋 俊明君） 今回、長谷川議員より質疑通告書を提出しようということを言わ

れましたけども、今申し上げたとおり、住民監査請求の中身に触れる案件でございました

ので、これはふさわしくないということで申し出がございましたので、質疑の通告は取り

下げるということを許可いたします。 

 次に、ただいま議題となっております議第１０４号について討論を行います。討論はご

ざいませんか。 

 北村議員。 

 暫時休憩します。 

            （午後１時５４分 休憩） 

            （午後２時０２分 再開） 

○議長（橋 俊明君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 討論通告書が提出されておりますので、発言を許します。 

 第１６番、北村五十鈴議員。 

 北村議員。 

○１６番（北村五十鈴君） 第１６番、北村五十鈴です。 

 議第１０４号令和元年度野洲市一般会計補正予算（第７号）原案に対して反対の立場で

討論します。 

 今回の補正概要は、住民監査請求に伴う弁護士費用が計上されていますが、市民からの

監査請求内容の要旨を改めて読み直してみました。請求人らは、野洲市民病院整備事業に

ついて、平成３０年１２月７日に山仲市長に対して損害賠償請求と実施設計契約について、

公金支払い差し止めを求めて住民訴訟を提起しています。そして、今回の監査請求も関連

して工事の発注、野洲病院との事業の成就、債権放棄、弁護士着手金額の不当の４つの概

要としています。 

 振り返ると、この４つは私たち病院反対議員が何度も反対理由として上げ、質疑、討論

してきた内容ばかりです。しかし、そのどれもが真摯に議論されず、いずれも数の論理で

議決されてきました。議論が深まらないままの数の論理が結局市民の理解を得られず、今

回のような監査請求に進んでいることをまずは率直に受け入れるべきです。 
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 数の論理とは、少数派との対話を重視せず、意見の集約を行わないまま、単純な多数決

で結論を導こうとする姿勢であり、まさしく今回の一連の病院問題、それが訴訟となり、

またしても今回の住民監査請求です。 

 先ほどの概要の中でも、特に住民訴訟の弁護士着手金に関しては６月議会でも私からも

質問いたしました。原告と被告が約６倍も違う金額、その内訳を問いましたが、市からは

後ほどペーパーで渡すと答弁がありました。しかし、いつまで待っても市からの提供はな

く、何度も問い合わせた結果、最近やっと届けていただきました。その中の一番知りたか

った算出根拠は、やはり訴訟概要にある数字２億３，７０７万１，８８０円からでした。

しかし、それこそ不当であります。提訴中の裁判は、山仲市長個人の法的な部分を争って

いるのであって、原告は損害賠償金を争っているのではなく、その額は裁判所がもしも山

仲市長の不当を認めたとき、野洲市が市長に請求する額であって、今回のような住民訴訟

の性質からして利益は算定不能であり、一般的な基準に従い８００万を根拠にするべきで

す。それに、裁判中の事業を計画も見直さないまま継続して、今後裁判の行方によっては

病院職員や工事関係者に迷惑がかかる、予測されるのに、また市長の任期以後も続く事業

なのに、どちらにしても訴訟が起こされた時点で一度凍結するのが順当であったと考えま

す。 

 さらに、今回の住民監査請求を受けて、市長は定例の記者会見で既に提起している住民

訴訟と今回の住民監査請求によって市への信用が失われ、今後の工事発注や医師等の人材

確保に悪影響を及ぼす。病院整備は９５％厳しくなっている。 

○議長（橋 俊明君） 北村議員、発言中でございますけども、補正予算に関連して討論

をして下さい。 

○１６番（北村五十鈴君） 関連している討論です。 

○議長（橋 俊明君） いや、先ほどの長谷川議員と一緒ですね。 

○１６番（北村五十鈴君） 長谷川議員のは質疑ですけど、私のは討論ですので。 

○議長（橋 俊明君） だから、補正予算に関連したことだけ述べて下さい。 

○１６番（北村五十鈴君） 関連しています。 

○議長（橋 俊明君） 今討論を聞いていますと、余りにも飛躍した討論でございますの

で。 

○１６番（北村五十鈴君） 討論の内容にそんなあれはなかったと思いますけど。ちゃん

と今の……。 
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○議長（橋 俊明君） いや、補正予算の案件ですので、補正予算に触れて発言を。 

○１６番（北村五十鈴君） 触れていますよ。 

○議長（橋 俊明君） 暫時休憩します。 

            （午後２時０７分 休憩） 

            （午後２時１１分 再開） 

○議長（橋 俊明君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 北村議員、討論通告が中途半端でございましたけれども、途中でございますけれども、

これでよろしゅうございますか。 

○１６番（北村五十鈴君） 議長の討論に対する認識が私とは違いますので、討論は私は

ちゃんと１３万９，０００円のどうして反対しているのかという流れを書いていましたの

で、討論はそこまで市民にわかるように伝えていいと思います。でもやめなさいと言われ

たので、それは議長の権限ですので、やめます。 

○議長（橋 俊明君） 済みません、私はやめなさいと言ってない。最後の結論がおかし

いんじゃないですか、ということを申し上げました。 

 以上で通告による討論は終了いたしました。 

 これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議第１０４号令和元年度野洲市一般会計補正予算（第７号）は、原案のとおり決するこ

とに賛成の方の起立を求めます。 

            （多数起立） 

○議長（橋 俊明君） ご着席願います。 

 起立多数であります。よって、議第１０４号は原案のとおり可決されました。 

 （日程第７） 

○議長（橋 俊明君） 日程第７、これより一般質問を行います。 

 一般質問通告書が提出されておりますので、順次発言を許します。その順位は、一般質

問通告一覧表のとおりであります。 

 なお、質問にあたっては簡単明瞭にされるよう希望します。 

 それでは、通告第１号、第１番、東郷克己議員。 

 東郷議員。 
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○１番（東郷克己君） 第１番、新誠会、東郷克己でございます。 

 それでは、一般質問をいたします。 

 去る６月３０日、長年にわたり地域医療に貢献いただきました御上会野洲病院が解散さ

れ、翌７月１日、野洲市立病院が発足いたしました。平成２３年御上会が提出した新病院

基本構想２０１０に端を発し、８年にわたる紆余曲折を経て市立病院が出帆し、駅前に新

規整備予定の野洲市民病院に向けた第一歩をようやく踏み出しました。しかし、その一方、

遺憾ながら病院整備に関する訴訟や住民監査請求が起こされるなど、野洲病院を巡る混乱

は収束しておらず、市民の方々からは病院はできないのかとのご心配や、一体どうなって

いるのかとのお声、さらに何が真実かという問いまで出てきています。なぜここまで混乱

が続くのか静かに考えたとき、そもそも我々が守るべきものは何かという原点、大本の目

的から一つひとつ確認していくことが必要ではないかとの結論に至りました。この質問は

市民のため野洲市の地域医療をどう守るかという根本的目的に立ち返り、市の考え、ビジ

ョンを確認し、あわせて市民に対する説明を果たそうとするものです。 

 具体的にお伺いしてまいります。 

 野洲市地域医療における中核的医療機関のあり方検討委員会では、近隣に比較的設備の

整った大きな病院が存在し、市内の診療所も数多い本市の医療環境の中、市が大きな負担

をしてまで市内に病院を必要とするかどうかは慎重に判断すべきとの観点から、野洲病院

が閉鎖となった場合の影響、さらには市民が病気になった際の対処など、具体的なシミュ

レーションを行い、検討されて、市内に必要との結論に至っています。 

 そこでまず、議論の前提となる根本を確認いたします。野洲市内に病院が存在しない状

況ではどのような問題、リスクが生じ、市民生活に影響が出ると考えられるかお伺いいた

します。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 東郷克己議員の市民病院に関するご質問にお答えいたします。 

 まず１点目の病院が存在しなければどのような問題が生じる、影響が生じるかというこ

とですけども、今もご指摘いただきました野洲市地域医療における中核的医療機関のあり

方検討会、これは２０１１年、今から８年余り前です。もともと野洲病院から２０１０で

すけど出てきたのは２０１１に出てきたんですが、構想というのが出てきました。それは、

現野洲病院では治療ができない、耐震化ができてない、設備が古い、かつ野洲市から多大

な支援を受けている、かつ昔からの借金は返せてない、新しい土地に新しい病院を整備し
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て、医療機器も整えてもらったら市民の医療は守れるし、当時１億数千万、この補助金も

もう少し減らせます、借金も返せますというのが２０１０というものでした。病院つくり

たいとかつくりたくないという以前の話で、その提案が出てきたので、今ご指摘のあり方

検討委員会を設置して、その提案をまず吟味をいただいたわけです。当初から県内では最

先端の議論をしていただこうということで、当時の滋賀医大の学長、そして京都大学の教

授等、そして医師会の会長さん、そして住民代表として自治連合会の代表、そしてあと多

分老人クラブですとかＰＴＡでしたかね、要するに高齢者、子どもたちといった代表で議

論いただきました。その結果は、今も少し触れていただきましたけれども、病院がなくて

は困ると。ただ、２０１０構想は受け入れられない。多大な貸し付けをしているのに、ま

た新しく同じ医療法人の要望に応じて病院を提供しても保証がない。だから、その構想は

採択できないけれども、採択しなかったらすぐに市内から病院がなくなるということでし

たので、市で何とかしてほしいということになりました。そのときのなくなったら困ると

いうのが今のお答えになりますけれども、まずは５万余りの市民の入院先がなくなるとい

うことです。もともと旧の野洲病院も山田先生が市内に入院できる病院がないということ

から開業医さんに声をかけて、最終的には自分でかなり貢献をなさったんですけれども、

病床のある病院が初めてできたわけですから、全く同じ危機感で、病床がある病院がなく

なったら５万の市民の医療が守れないというのが１つ大きな理由です。 

 それと、これは中核医療ですから、開業医さんにとっては後方支援ということで、骨折

されて治療する。でも手術まではなかなか開業医さんのところではできませんし、まして

や入院もできないということで、開業医さんで対応できない医療を受け持つというのがも

う一つです。 

 それと、脳とかがんは今拠点病院制ですけども、そういった病院というのは治療、手術

したら、場合によったら１週間以内で退院をして、療養するとかリハビリするということ

になりますけども、それが受け入れられるところが市内でなければ市外で療養すると。療

養の場合は手術、治療よりは長期間かかります。１カ月、２カ月。そうすると、身近なと

ころで通院できたり、あるいは入院することが患者さん本人にとってもプラスですし、家

族、お見舞いの方にとっても市内にその便宜が必要だというのが２点目のなくなった場合

の問題点。 

 もう一つ、当初から医師会、今の２点目で医師会は絶大な必要性を訴えておられたんで

すけれども、もう一点医師会が言っておられたのが、野洲市、安全なまちではありますけ
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ども、野洲川、日野川という危険な、危険といいますか大きな川に挟まれているわけでし

て、近年の自然災害からすると両河川が破堤したりした場合、野洲は全く孤立をします。

守山から瀬田川までの間は大きな川で仕切られていません。草津川がありますけれども、

野洲川と比べると随分違います。日野川も今県内で一番危険度が高い川ですから、日野川

と野洲川の間で孤立するということです。現に、今皆さん方が当選された今からいくと３

年近く前になりますけども、あの投票日の当日のすごい台風、野洲の橋でトラックが横転

して通行どめになっていました。朝まで。もうそれほどのリスクがあるわけですから、や

はり市内に入院ができたり、総合治療ができる病院が必要だと。大きく言いますと今申し

上げたこの３つの点で、市内に病床のある、かつ総合的な中核医療がなければ困るという

のが当初からの明確な論点、そしてから医師会、あるいは医療関係者、そして市民からの

訴えであったということであります。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 詳しく市内に病院が必要というご説明をいただきました。私もい

ろいろとこの資料等当たりながら、あるいは野洲の野洲市立病院の現状等拝見しながら、

改めてこれらを痛感しているところでございます。 

 続けてまいります。 

 求められる病院の役割、機能についてお伺いをいたします。 

 今一部市長の答弁にもあったところもございますが、改めて伺います。持つべき機能と

持たざる機能の明確化、これは２月に訪問いたしました神奈川県三浦市立病院が深刻な低

迷からＶ字回復を遂げられた改革の一丁目一番地であり、最大のポイントです。当初この

持つべき、持たざるの機能は診療科を示していると私自身は認識いたしました。そして、

野洲では検討委員会などで十分審議、検討されたと考えておりましたが、先ほど申し上げ

たとおり、現在の野洲市立病院の状況をつぶさに見ておこうと視察させていただき、さま

ざま感じることがありましたが、野洲市立病院の役割は何かということや機能について、

しっかりとしたコンセプトを全職員が共有すること、これがつまり持つべき機能、持たざ

る機能の明確化であると認識を新たにいたしました。そして、このことが極めて重要であ

ると考えてございます。 

 そこで、市立病院を運営する市として、市立病院、そして将来開設される野洲市民病院

の求められる機能、役割についての考えをお伺いいたします。 
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○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 野洲市立病院、あるいは市民病院の位置づけですが、先ほども触

れましたように中核医療ですから、がんとか脳とかといった先端、高度先進医療について

は大学の病院ですとか、あるいは近隣ですと済生会といったところで対応いただきますが、

その後の療養の受け皿ということですし、一方では開業医さんでは対応できないものを受

け持つと、骨折ですとか一定の手術等はこの病院でやるというちょうど中間の役割を担う

重要な位置づけです。 

 それともう一つは、子どもたち、高齢者等にとっては何かけがとか何かあったとしても

複合性がありますから、開業医さんだけでは対応できないといったときに、総合的な診療

科のある病院にまず行った方が早いということでその役割を担っています。 

 それと、さっき申し上げた高度急性期の病院の場合は、開業医さん、あるいは中核医療

からの紹介がないと診療してくれませんし、場合によっては高度な費用がとられますが、

今この病院の場合は開業医さんよりは総合的でレベルが高いといいますか、医療のレベル

は高いんですが、紹介状なしで市民の方が気軽に診察に行けるというこういった位置づけ、

役割を持っている病院です。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） １問目、そして今の２つ目の質問の答弁により、かなりこの病院

像が明らかになってきたというふうに考えておりますし、またその野洲病院が非常に大き

な期待をされているという部分もこの答弁からもうかがえるというふうに考えております。 

 ３つ目の質問にまいります。 

 救急医療について伺います。 

 先ほど伺った求められる役割、機能の中に、救急医療も当然入っており、この野洲市立

病院の役割としての救急医療であるべきと考えております。具体的に示しますと、先般文

教福祉常任委員会で視察をさせていただいた大阪労災病院でも救急医療について大変力を

入れておられ、救急の患者さんに対応すると同時に、医師養成を両立する取り組みをされ

ており、その取り組みや体制は大変目を見張るものがありました。 

 一方で、高度急性医療を担わない野洲市立病院の救急医療は、自ずと役割が異なるもの

であり、これを明確に共有することが重要と考えます。野洲市立病院における救急医療の

役割について伺います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 
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○市長（山仲善彰君） 救急医療につきましては、１次、２次、３次という区分けがされ

ています。一番初期の段階では１次、これ開業医さんでもいけますし、この市立病院でも

対応はいたします。ただ、例えば重大な交通事故等、あるいは火災等で明らかに高度な医

療が要る場合は、先ほど申し上げた高度先進医療機関に行くわけですが、その間の位置づ

けの２次救急をこの病院で受け持つと、１次と２次がこの病院で受け持つということです。 

 ご承知いただいていると思うんですけども、２次救急については消防と連携していまし

て、湖南４市、２次の病院の輪番制をとっております。かつては野洲病院もその役割を担

っていたんですけども、民間病院の段階から医師が減った、あるいは体制の問題もあって、

十分役割が今果たせてない形で引き継ぎました。ですから、今後市外の病院でその役割担

っていただいているんですが、市外で担っていただいているというのは幾つか問題があり

ます。役割を果たせてないというのと、もう一つは本来市内で治療を望んでおられる市民

の患者さんにサービスが提供できていないという、いわゆる不便をおかけしているという

こともあるので、２次救急も体制、医師の確保、そしてもう一つはやはり病院を２カ月近

く運営してきてわかったのは、医師の意欲とか、これは個人が悪いというんじゃないんで

すが、旧の民間病院のときにそのあたりのモラルの低下等々もありますので、そこもきち

っと高めていって、少なくとも湖南４市の中の輪番制の２次救急を十分受け持てるように

していきたいと考えております。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 今市長からこの輪番制の中での２次救急に対する役割が果たせて

いない現状もご答弁いただきました。 

 一方で、この市立病院というような位置づけを考えますと、やはりこれは市長自身も答

弁でおっしゃっておりますが、必ずという言葉が適切かどうかはありますが、基本的にや

はり受け入れなければならないのではないかというふうに思いますが、この辺のちょっと

見解をもう一度お願いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） ご指摘のとおりです。市民の病院、市民が実際運営している病院

ですから、市民のニーズ、さっきの１次、２次、３次という、３次は受け入れられません

けども、最大限受け入れないとだめですが、これまで民間病院ではそこが余り対応されて

なかったので、本来だったら受け入れられる患者さんも他の病院へ回っていただいていた

実態があります。ここ７月から運営しても、まだ若干その体質が残っていまして、今統計
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をとっていまして、本来受け入れるべき患者さんを受け入れたか受け入れてないか、受け

入れてない場合どういうことで受け入れてないのか、単にドクターが前向きじゃなかった

からなのか、そのときに別の手術をしていたからとか合理的な理由があるかということで、

そこは十分高めていくと共に、まだ常勤医の体制が十分じゃないですから、そこも改善し

ていって、市民の問題は２次で受け入れるべきものは全て受け入れられるというふうに、

できるだけ早くもっていきたいと考えております。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 市民が運営している病院というお言葉もございました。ぜひとも

体制を一刻も早くおとりになることをお願いしたいと思います。 

 次に病床数についてお伺いをいたします。病床数については、一部に減らせば建設費が

浮かせるなどの意見が存在しますが、国の方針や地域医療における需要の変化などを見据

え、検討して決定されるべきものであると考えております。病床数についての考え方を伺

います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 病床数のお尋ねですけども、病床数はそれぞれ都道府県の地域医

療構想、滋賀県の場合ですと滋賀県地域医療構想で医療機能分化をして病床が定められて

います。 

 今までの野洲病院は、表向きは１９９床全てが急性期になっていますが、実際はその機

能は果たせていませんが、１９９床が全て急性期ということだったんですが、新しい病院

ではそこの機能分化をしまして、特にこれから必要となっています回復期系の病床を重点

に置いて、一般急性期病床を減らして地域包括ケア病床及び回復期リハビリテーション病

床といった今申し上げた回復期系の病床を増やすと。実際急性期１００、そして回復期系

を９９といいますか、半分ずつにするという方針で臨んでおります。国の方も急性期は減

らしていこうということですから、この考え方というのは半減するということで今の国の

方向にも合っていますし、県の地域医療構想にも合致しているという形で今進めておりま

す。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 個人的な経験に基づきますと、先ほど市長がおっしゃいましたそ

の高度急性期病院から回復期の病院へという転院を余儀なくされたこともございましたし、

またリハビリをしっかりして、野洲病院でしていただくことで母が歩けるようになったと
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いうふうなことを大変喜んでおられた近所の方もいらっしゃいました。こうした回復期、

急性期の使い分けといいますか、機能をしっかりと持ち合わせて病院の役割を果たせてい

ただければと考えております。 

 次に、病院の立地についてお伺いをいたします。 

 最も賛否の分かれているのが立地に関することでございます。市の整備計画に対する代

案として示されている野洲病院活用案について、改めて現実性があるのか明らかにしたい

と考えます。 

 現在の野洲病院、現在は市立病院の建物敷地を活用することで、大幅にコストダウンで

きると今でもおっしゃる方がいらっしゃいます。この案に対しても既に専門家により検討

判断されていると認識をしておりますが、その判断と根拠をお伺いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 今のご質問ですが、旧の野洲病院、今市立病院にした施設を使っ

ていけるんではないかという意見はありますが、当初から老朽化している、耐震基準を満

たしていない病院では無理だという判断が検討会で出されています。具体的に申し上げま

すと、今の病院施設の一番重要な機能が入っている手術室とか集中治療室、これは昭和５

０年代初期の建物で、耐震基準を満たしていません。今市内の公立学校全て耐震対策いた

しました。ＩＳ値で見ますと０．３とか０．４、これは全然問題外で、少なくとも０．７

とか０．８まで持っていかないといけないわけで、耐震基準を満たしていますが、野洲市

立病院、今の古い建物では特に重要なところのＩＳ値が０．４前後という厳しい状況です。

それを耐震補強できるかというと、その後に周りに新しい病棟を建てていますから、手が

つけられないという状態ですし、手術室等の広さ、廊下も今の医療基準を満たしていない

ので、耐震対策もできないし広げることもできない。誰が見ても明らかな話です。それで

は、敷地内に病棟が建てられるかといったら、その場所も全くありません。ということか

ら、あり方の次の可能性の検討ですね、あり方の検討では野洲病院の案は受け入れられな

いけども病院がなくなるので市が何とかと。市が何とかと言われても、当時から私市長で

したけども、こんな病院つくりたかったわけではないんです。市で何とかと言われても何

とかなるのかならないのか、そこの議論を可能性検討でしていただいたわけですけども、

あそこで建て替えとか耐震補強とかといったことは無理だということがそこで出ておりま

すから、申し上げたようにあそこで建て増しとか改築とか耐震補強というのは明らかに無

理です。 
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 先般も滋賀医科大学の教授が一回病院見たいとおっしゃったので、私もある程度見てい

たんですけど、手術室とかなかなか入れませんので、初めて全ての手術室、あるいは集中

治療室、あと医療器具を洗浄して戻す、全て見てきたんですが、全く迷路ですし、段差が

ありますし、ベッドがなかなか通らない。おまけに手術室のドアがあかないんですね。普

通足でぱっと触ったらドアが自動であくんですけども、あそこは手術室３つあるんですけ

ども、一番古いところはドアがあかないので手であけないとだめだと。それ直せるかとい

ったらもう直せないわけでして、こういった状態のものを、今言ったように使うというこ

とはあり得ないというのはもう専門家でもそうですし、私たち素人が見ても明らかなこと

なので、今のご質問のあの施設を使って医療行為をするということはこれはあり得ないと

いう客観的な判断は明らかだと思います。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 先ほど申し上げましたように、私も自分自身の目でこの野洲病院

拝見いたしましたけれども、ご答弁と同様に感じた次第でございます。 

 次の質問に移ります。 

 病院の立地、駅前の優位性についてお伺いをいたします。 

 立地については、郊外と駅前双方を客観的に比較検討され、その結果として駅前案を採

用されたと認識をしております。一方で、市民の間にも郊外なら広く安価な土地がいっぱ

いあり、ゆったりした病院整備が可能といった根強い意見がありますが、なぜ郊外案がと

られなかったのか、その理由、そして駅前の優位性について伺います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） ご質問ありがとうございます。これも可能性検討、あるいは基本

構想のところで市民とか専門家からご議論いただいたように、一般的に病院何か郊外の広

い敷地にゆったりと駐車場とってというイメージなんですが、それは車を前提にしていま

すから、車を使えない、自家用車が使えない方には不便ですし、また公共交通をそこへ持

っていこうとしたら別途費用がかかります。ということで、郊外というのは土地代は安い

かもわからないし、ゆったり感みたいなのはあるかもわかりませんが、実際は患者さんが

自ら移動手段を確保するとか、そのための費用をみるということで、市の方には負担は少

ないかもわかりませんけども、病院側には少ないかもわかりませんが、患者さんがその分

を持たれるということで、いわゆる総費用は変わらないか、逆に駅前の方が安いという判

断ができると思います。 
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 それともう一つは、お医者さん、あるいは看護師さん、医療従事者の全てとは言いませ

んけど、大半は市外からの通勤になります。電車の確実な通勤の方がいいということで考

えると、駅に近いというのは働く人にとっても便利です。 

 それと、患者さんにとっても今あるコミュニティバス、今年２路線増やしましたけども、

それの資源が使えるということですし、今後もコミュニティバスの増設は望んでおられま

すので、駅前と結ぶ本数を増やしていけば駅へのアクセスもいいし、病院へのアクセスも

いいということですから、郊外の問題点、土地は安い、ゆったり感はありますけれども、

それだけのことであって、通院、お見舞い、家族のケアにとっては全て不便ということで

すし、もう一つは、どこの郊外をとるかによっては近隣の病院と競合するといいますか、

それだったらもう必要ないという議論が出てきますので、そういったことを考えると郊外

はあり得なくてまちなか、駅に近いところの方が患者さんの便宜、医療関係者の便宜とい

うことで優位性が高いという判断が出たわけであります。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 私もこの累次にわたる検討委員会等の報告書等を拝見いたしまし

て、この駅前案をとられたというのが合理的な判断というふうに考えているところでござ

います。 

 続いて、病院整備に関する市民の最大の関心、これは経営が成り立つかどうかにござい

ます。野洲市新病院整備可能性検討委員会では、野洲地域における医療課題と今後の展望

をテーマに病院の必要性を再確認し、あるいは病院像を具体化しつつ、持続可能な病院経

営が成立するかどうかを検証され、必要条件を列記した上で持続可能性があると結論づけ

ています。この条件の主なものと、それを満たして経営を成り立たせる市としての決意を

伺います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 決意といいますか、客観的に経営が成り立つのかどうかという判

断が大事だと思います。５万１，０００人の市民の方がおられて、あと近隣のまち、具体

的にいえば竜王町、あるいは湖南市の方も利用をされるということからすると、５万プラ

ス数万の方の病院ということですから、これはニーズを十分存在するということですし、

もう一つは旧の民間病院のときも一定のこの構想が動き出す前ですけども、十分成り立っ

ていたわけです。ただ、さまざまな要因があって問題が出てきた段階から借金を重ねる、

過大な設備投資をする、そしてあえて言えば行政関与が入って自立性がなくなったという
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こと、実際院長人事なんかも口出しをしていたようでありますし、滋賀医大との関係も切

ってしまったとか、そういったことがあったから厳しかったわけですけども、１９９床、

この人口でシミュレーションしましたら十分成り立つということですので、決意というよ

りは科学的にといいますか、客観的な情報を踏まえたシミュレーションでこの病院は成り

立つというふうに考えています。 

 ただ、診療報酬の改定とか薬価とか変わりますし、診療科目についても時代の変遷、あ

るいは技術の進展で変わってきますので、できるだけ最新の情報に基づいて的確な運営を

するのと、あとやはり働く人たちの意欲、これが一番重要ですし、その人たちの能力の常

なる更新といいますか、高めると、こういった全ての面にわたってきちっとやった場合は

十分経営は成り立つというふうに考えております。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 市民の多くの方がこの非常に多額のコストをかけて病院を整備す

るということに対して、成り立つかどうかというのを不安に思われていらっしゃることも

また事実でございますので、今客観的にご説明をいただきましたけれども、この経営の成

立というふうなところに向けても直接担当される方はもちろん、市長としても最大の関心

を持って当たっていただきたいというふうに思います。 

 次に、先ほどの市長の答弁の中にもモラルという言葉や意欲という言葉が出てまいりま

した。これらについて２、３お聞きをいたします。 

 行政と医療を担う上で重要なモラルについてお聞きいたします。 

 一般論として、職員に対し何らかの勧誘を行うような行為は是認されるのでしょうか。

特に、行政をチェックする立場にある我々議員による勧誘というようなことは厳に慎まれ

るべきと考えますが、見解を伺います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） ちょっとご質問の趣旨がわかりかねるんですけど、議員のとおっ

しゃったので、結構最近議員の方、視察も含めて市立病院に訪問いただいているらしいん

ですけども、この間も全協か何かで私申し上げたと思うんですけども、ある議員が院内で

大きな声を張り上げておられて職員が制止したということもありますので、その調査とか

それはいいんですけども、何か別の狙いで病院に訪問いただくというのは好ましくないん

ではないかなと。なぜ大きな声張り上げておられたのか私聞いてないんですけども、大き

な声張り上げる必要は私ないと思いますから、そういった行動は慎んでいただくべきであ
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るというふうに考えます。 

            （発言する者あり） 

○議長（橋 俊明君） 今は一般質問の途中です。意見を挟まないように。 

 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 我々もチェックする立場であるということから視察等は重要と認

識しておりますが、当然そこにはモラルも存在すると思いますし、また同時に病院という

ものを運営する上での職員の方々のモラルも重要と考えておりますので、ぜひそこも合わ

せてご留意いただきますようにお願いをしておきたいと思います。 

 続いて、職員の意識、意欲についてお伺いをいたします。 

 先に紹介した三浦市立病院で最も強く感じましたのは、同病院の意識、意欲の高さでご

ざいました。今後野洲市立病院、そして新病院整備後の野洲市民病院が安定して医療を提

供し続けるためには、こうした面が最も重要と考えます。決意をお伺いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） ご指摘のように、意欲、そしてモラルじゃなくモラール、士気で

すね、これ本当に大事です。ただ、あわせてやはり技術力も大事ですし、誠実さといった

ことも大事です。 

 民間病院から引き継いで、私も最低週１回の会議には出ていますし、できるだけ病院の

実情を自ら体験するようにしているんですが、士気の部分についてはまだ十分ではない。

これは職員さんが悪いというよりは、やはり旧の病院の状況がかなり厳しかった。想定し

ていた以上に厳しかったゆえに、いわゆる旧弊といいますか、昔の習慣が残っていて、で

きるだけ困難は避けたい、市民、患者さんの方へ向くよりは内向きになっているというこ

とがあるので、そこをいかに高めていくのかということが大事だと思っています。 

 従前から申し上げているように、看護師さんの資質は結構高いと言われていますし、私

も実感はしていますけども、それ以外のところでなかなか全体の力が、本来の力が発揮で

きていないので、そこをどうするのかということだと思っています。 

 最近、病院の判断でもう一段細かいところの指導ができるコンサルタントを入れようと

いうことで入れてくれていますので、いろんな情報を持ったり実体験をしているそういっ

た専門の機関も活用すると共に、院長以下意識を改めてもらって、今おっしゃったような

治療行為、診療行為ができるように改善をしていきたいと思っています。 

 今月の特別委員会で、２カ月分の成績といいますか、状況をご報告しますけども、稼働
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率余りよくなっていません。もともと稼動率低かったですし、患者数もそんなに増えてい

ません。先般の院内の会議でも私もショックな話を申し上げたんですが、この間の評価委

員会で申し上げましたけども、市民の方に出会ったら、包帯しておられるので、何だった

んですかと言ったら、散歩して骨折したと。市内の開業医さんに行ったら、これは自分の

ところでだめだから手術せんとだめだと言われて、紹介されたのが隣のまちの病院、なぜ

隣のまちの病院ですかと言ったら、いや、そちらの方がいいお医者さんがいると言われた

ので、それは患者さんにとっては的確ですし、正直なお医者さんなんですけども、単純な

骨折に信頼されないという病院ではだめですので、そのあたり真摯にきちっとやはり評価

をして、そうならないような、あるいはそれを信頼を確保できるような病院に変えていか

ないといけないと思っております。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） この意欲等、今申し上げたことは非常に重要であると共に、技術

も含めてですけれども、一朝一夕に向上する、高まるものではないというふうに考えてお

ります。 

 三浦市立病院においても、かなりご努力をされた結果として、今はあらゆる職員がある

部分では一致団結して、そしてそれぞれの職責を担っているということでございましたの

で、ぜひそうしたレベルに向けて野洲市立病院でも取り組んでいただきたいというふうに

思います。 

 最後に、冒頭に言及した訴訟や住民監査請求は法に基づく権利の行使ではございますが、

専門家や市民による議論を重ね、さらに議会の承認など正当な手続を経て進めている事業

の実施に対して大きな負担となるなど、さまざまな影響を与えており、市民の不安も大き

くなっております。市はこれらに対し、何らかの対応をすべきときに来ているのではない

かと考えますが、見解を伺います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 野洲市民病院、それを前提にして今市立病院ですけども、この事

業、８年間、本当に公開で市民参加、そして専門家の協力も得ながら進めてきましたし、

ご指摘のように全て議会の議決を、審議と議決を経ていますので、十分な正当性、合理性、

必要性があると感じていますが、残念ながら監査請求、裁判、そしてまた監査請求が出て

きております。十分説明責任は果たしていきますし、もう一つは、市立病院として開設の

許可といいますか、公的な認定もされていますし、もう一つはコンパクトシティの制度で
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国土交通省からこれ順番にはいただいていますから、最終的に１０億５，０００万いただ

けるということで、これも交付金の認定をもらっているということでいえば、医療関係、

そしてまちづくりという点からも認めてもらっているというふうに思っています。近々大

きな工事を発注するということで、今受注が厳しい中で、それなりの魅力ある事業ではあ

るんですが、裁判、監査請求抱えていると、受注者にとっては心配があるということで、

もう一段の説明責任果たせる仕組みが要るかなというふうに思っていましたが、できるだ

けいろんな方のご意見を聞くということで、県内外の複数の弁護士、あるいは報道関係者

と議論いたしました。今までこの病院のこと知らない方とも議論したんですが、ここまで

市民参加でオープンで手続踏んでいたら、あえて必要ではないというご意見の方が多数で

して、それよりは病院の実情、さっき言った老朽化の状態とか、そのあたりを見てもらっ

た方が説得性があるんではないかと。病院の評価委員会もありますし、屋上屋を重ねるこ

とになるので、むしろ別の手だてがいいんではないかというのを最近助言いただきました

ので、ある時期には、先般の全協でもそういったものを立ち上げる場合は追加の補正予算

をお願いしますと言っていたんですが、どこかの場で公表と思ったんですが、ちょうどこ

れご質問いただきましたので、庁内では今もう設けないで別の手だてと。その議論の中で、

市民の方、一気にたくさんというのは無理ですけども、医療行為に支障のない形で病院を

見ていただけるような見学といいますか、そういったようなことを重ねることによって市

民の方の、あるいは反対している方も含めて見ていただいて、実感していただけるような

取り組みを着実に進める方がいいんではないかなというふうに考えております。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 何度か申し上げていますとおり、私自身も市立病院改めて見学、

視察させていただきまして、先ほどおっしゃいましたような継ぎはぎでありますとか建物

の老朽化等々、非常に目につくものがありました。また、その中で熱心に患者さんと向き

合い医療にあたっておられる職員の方々、あるいはたくさんの方が、患者さんがそこに通

い、治療に努めておられる姿を拝見いたしますと、本当にこの医療を、冒頭目的として申

し上げました野洲の医療を守らないといけないというのが何よりも原点であり、最大の目

的であると痛感した次第でございます。いろいろ１０項目にわたってお聞きをいたしまし

たけれども、ぜひともそれぞれに対して全力で取り組んでいただけるということを希望し

まして、次の質問に移ります。 

 大きな質問２つ目にまいります。次代を担う世代を育む教育の充実について伺います。 
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 次代を担う世代がそれぞれの個性を生かして活躍できるように教育することは、我々大

人の責任です。しかし、１つの指標として全国学力調査を見ると、滋賀県及び本市の成績

はおおむね全国平均を下回る状態が続いていると言えると思います。数字に一喜一憂し、

順位のみを云々するわけではございませんが、こうした結果は真摯に受けとめ、本市の課

題は何かを謙虚にしっかりと分析し、対策を検討、実施していくことは重要であると考え

ます。 

 そこで、幾つか伺います。 

 学齢期の教育における課題には、学校教育における課題と家庭教育においての課題があ

ると考えます。それぞれ本市の課題として認識されているものをお伺いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 東郷克己議員の次代を担う世代を育む教育の充実についてのご

質問にお答えします。 

 １点目の学校教育と家庭教育の課題について、まずお答えをいたします。 

 学校教育の面では、本市では不登校が大きな課題となっています。昨年度の不登校の割

合は、小学校の全県・全国大体同じなんですけども、がおよそ０．５％に対しまして、本

市は１．４１％でした。また、中学校は全県・全国の約３％に対して本市は４．３６％と

なっています。このように、小中学校とも、全県・全国を上回る不登校率となっています。

こういう課題が大きい１つと挙げられます。 

 学校教育のもう一つの課題としましては、人間関係づくりが挙げられます。各学校とも、

今の児童生徒に合った集団づくりやコミュニケーション力の育成が課題であると考えてい

ます。 

 一方、家庭教育の面では、少子化の中での保護者の過保護や虐待などに見られるような

教育力の低下、あるいは保護者の孤立化などに見られるように、それを支える地域の教育

力にも課題があると捉えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 今不登校が大きな課題であるとのご説明をいただきました。実は、

私もこの不登校の数字の高さには非常に憂慮しているものでございますけれども、この不

登校の要因はどのようなものがあると認識されているかお伺いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 教育長。 
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○教育長（西村 健君） この件に関しましては、要因はさまざまございます。いろんな

形であるんですが、結構その原因がわからないというふうな、簡単にいいますとそれが一

番かなというふうに思っています。それをよく診断というか、起立性調節障害というふう

な形で言われる場合が結構あります。体は元気なんですが、朝になるとおなかが痛い、夕

方になるともう元気になってくる。また次の日も同じことの繰り返しとか、こういう形で

の不登校がパーセンテージでいいますとちょっと数字は今把握してないんですけども、一

番多いのが本市の状況でございます。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 私が東京のあるセミナーに行きました際の講師の方が、これたま

たまなんですけれども、不登校支援をされているＮＰＯの代表の方でございました。その

先生によりますと、１００人の不登校児童がいれば１００の事情、あるいは原因があり、

支援も１００通りであるべきだけれども、なかなかその個別の対応ができていない状況が

あると非常に危惧をされておりました。特にその先生がおっしゃるには、今は十把一から

げに不登校の子ども、あるいは不登校の子どもを抱えるご家庭に対して、何といいますか

受容してあげなさい、受けとめてあげなさいという指導、支援がほとんどであるというふ

うなことを憂慮されておりました。その指導がふさわしい子もいれば、そうでない子もい

るというふうな中で、今教育長もご答弁いただきましたけれども、ほとんどこの起立性調

節障害でしょうか、というふうな呼び名で呼ばれるそうでありますけど、やはりこうした

指導、支援する際には微に入り細に入るというとなかなか人的な資源も要るかもしれませ

んが、しかしこの大きな課題である以上、細やかに対応する必要があるのかと考えますが、

ご見解を伺います。 

○議長（橋 俊明君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 先ほど申し上げた数字は、不登校といいますのは文科省が年間

３０日以上欠席した児童生徒のことを言っていますので、ただ、そこに至らない子どもた

ちも結構おります。ですから、学校では教室に入れない子を保健室で対応する、あるいは

別室ですね、学校の小さな部屋が幾つかあるんですけども、そこに集めて、そこで支援員

さんなり、あるいはあいている先生が勉強を見たり相談に乗ったりというふうな形をとっ

たりしています。それから、家にいても、その対応が必ずしも担任が毎回訪問するわけに

はいきませんので、そこを何とか学校教育課で今ちょっと検討しているんですけども、そ

ういうシステムができたらなというふうに思っています。 
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 それから、全国的にはほとんどやられていないんですけども、訪問指導みたいなのがあ

れば、もう少し学校に向かわせることができるのかなというふうに思っていますし、先ほ

ど申しました家庭の教育力といいますか、おうちの押し出しという部分も必要な子どもも

中にはいてると思いますので、親御さんの支援という形でも何らか考えられたらなという

ふうには思っております。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 次の質問に移ります。 

 学力調査などにあらわれた本市の教育における課題は何か、さらにその課題解決に向け

た鍵となるものは何であると分析されているか伺います。 

○議長（橋 俊明君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 毎年行われております全国学力・学習状況調査では、本市の児

童生徒は、まず本県ですけども、滋賀県は全国でいいますと非常に低いランキングという

か、そういうところに入っております。そんな中で、小学生につきましては、本市は全国

並みのある程度の力を持っております。中学生は、残念ですが余りそこまでいっていなく

て、全県より少し上ぐらいというふうな状況なんですけども、本市の児童生徒の特徴とし

ましては、基礎的な知識や技能についての正答率は非常に高いんです。ところが、文章を

読み取ったり自分の考えをまとめて伝えること、こういう部分には非常に課題がありまし

て、授業でもそういう読み取る力とかいうのに力を入れているんですけども、なかなか改

善が見られないというところでございます。 

 また、ここ数年の調査結果を見ますと、本市の児童生徒はゲームとかインターネット、

こういうのをしている割合が全国平均よりも大体７ポイントから８ポイントぐらい高いん

ですね。そういう意味では、家庭での過ごし方という部分にも課題となっています。 

 こうした課題の克服のポイントは２つあると考えています。１つは読書です。読書はあ

らゆる学習の基盤となるもので、大変大切であるというふうに思っています。文章を読み

取る力を育む、そういうだけではなしに、物事を見る視野を広げたり考えを深めたり、こ

ういうことにも大変大きく影響するものだと考えています。 

 また、本市でも成績上位の子どもたちにつきましては全国平均並みにたくさん読書をし

ていますが、真ん中ぐらいから下の子どもたちですね、ここの読書離れが非常に大きいと

いうことで、各学校でいろいろ工夫をしていただいているんですが、まだまだそこが追い
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つかないというふうな部分があります。この改善が大きなポイントかなというふうに捉え

ています。 

 ２つ目は、いろんな体験活動を通して学びを深めることかなというふうに思っています。

知識をただ丸暗記するのではなしに、児童生徒が授業などを通じて話し合い活動やそれか

らいろんな体験をする中で学びを深めていく、そこでお互いに議論を戦わせていく、そう

やって自分の考えをさらに深めるという、こういう学習が大切だということで、今小学校、

中学校ともこういう学習に力を入れるように指示をしているところでございます。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 教育について毎回のようにお聞きをしているところでございます

が、何度かこの最後にご紹介いただいた学び合うような、いわゆるアクティブラーニング

の形式のことをお聞きし、またそこにも大きな期待を寄せているところでございますが、

一方で先ほど本市の教育における課題というところで上げていただいた文章を読み取る力

や、考えをまとめて言葉に変える力に課題があるというふうなことをお聞きいたしました。

このいわゆるアクティブラーニング、教え合ったり学び合ったりということには、当然な

がらこの文章を読み取るですとか、あるいはそれ以上に考えをまとめて伝えるというとこ

ろは非常に重要になるかと思います。こうしたことを取り組みながら、この力を向上させ

ていくという部分もあるかと思いますが、やはり、社会人になって大きく問われるのは、

こういうコミュニケーション能力というのは非常に重要な部分かと思います。ここの部分

についての向上に向けたお考えとかあればお聞きしたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 今ほどアクティブラーニングというふうにお話ありましたが、

対話的で深い学びというふうな日本語訳があるんですけども、子どもたちに話し合い活動

をさせて、自分の意見を出して交流する中で深めていくということです。具体的には、例

えば小学校でよくやっていますのが２人タイムといいます。まず、最初は自分で考えます。

考えた後、隣の子と自分の意見を出し合って話し合いをします。そこで深めていくという

ことが１つあります。それから次はグループですね、その前後というか大体４、５人で班

をつくりますので、そこのグループの中で論議をするというそういうことをやっています。

最後の段階で全員の中でそのまとめた意見とか、あるいは気になったこととかをその班の

中から次は発表、全体に発表していって、そこでまた論議を深めていくという、こういう



 －89－

ようなのを特に小学校は結構取り入れていただいているんです。ただ、その成果としては

まだまだなかなか出てこないんですけども、こういう部分があります。中学校につきまし

ても、学校によってはもともとグループで座るというふうな形で授業をされている学校と

いうのか学年もあります。ちょっとそれは学校によってばらばらなんですが、一斉に前向

いて座っているんですけども、その時間中に、はい、じゃあ今から班で話し合いしましょ

うとか、こういうふうなのを授業の中に１時間に１回は取り入れましょうということでそ

ういう方向を出しているんですが、なかなか全ての時間にそういう話し合いができるとい

うわけではありませんので、そこが中学校の１つの課題かなというふうに思っています。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） 次の質問です。 

 最近顕著に見られる園児、児童生徒の傾向や特徴についてお伺いいたします。 

○議長（橋 俊明君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 最近顕著に見られる園児、児童生徒の傾向についてでございま

すが、まず、園児につきましていいますと、身の回りのいろいろなことに興味、関心を持

って、自分のしたいことを見つけて、自分なりに考えたり試したりして遊ぶというそうい

う姿は大変よく見られます。また、周りの友達の様子に気がついて声かけたり助け合った

りとか、こういう姿も見られて、思いやりの気持ちも結構育っているのかなというふうに

思っています。 

 ただ、課題としましては、基本的な生活習慣がなかなか身につきにくいとか、それから

もう一つ言えるのは体力の低下です。長い距離を歩いたりとかいうことですね、この体力

というのは姿勢保持、体幹というこのしっかり座るということにもつながってくるんです

が、このことから学力、学習に向かうその学ぶ力につながっていく、そういう意味での体

力というのは非常に大きな課題かなというふうに思っています。 

 先ほど言いました、やはり幼少期から言葉で自分の思いを相手に伝えるということがだ

んだん、やっぱりこれ少子化の中でかなというふうに思うんですが、少なくなっていると

いう、ここら辺が課題かなというふうに思っています。 

 その次、児童生徒につきましては、先ほどの学力・学習調査、これ生活面の調査もあり

ます。そこから見ますと、自分にはよいところがあるとか、あるいは人の役に立つ人間に

なりたい、それから地域の行事に参加しているなどと答えた児童生徒の割合がここは非常

に高いんです。特に地域行事につきましては、全国平均よりも２０ポイントぐらい高いと
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いう非常に大きな特徴があります。 

 そういう意味での本市の児童生徒の傾向なんですけども、一方で先ほど申しました自分

の考えを文章で書いたり、自分の考えを相手にしっかりと伝えるとか、こういう部分で苦

手意識が高くて、中学生ぐらいになりますと、そういう問題については結構書かないとい

う無答率というんですけども、そういう割合が高いという課題がございます。粘り強く取

り組むことにそれは課題があるんかなというふうに思っております。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） この夏に園長先生のお話を聞く機会といいますか、ちょっとお目

にかかって聞く機会がありました。その中で、課題として気がつくところをお聞きしたん

ですけども、おっしゃってきた内容と合致するようなことを今お聞きいたしました。今の

園児たちが歩く習慣がなくなりつつある。その中で体力が低下して、ある一定の時間座っ

てられないというふうなことをおっしゃっておりました。こうしたやはり基礎的な体力と

いうのは何をするにも基礎となりますので、またそれぞれの段階に応じた体力の増進等も

図っていただければというふうに考えております。 

 最後の質問にまいります。 

 大阪府大東市では、「子育てするなら大都市よりも大東市」の標語を掲げ、全ての教育の

出発点である家庭において、保護者が安心して子育て及び教育を行うための支援を実施さ

れ、家庭における教育力の向上に取り組んでおられます。これは、滋賀県と同様、学力に

課題があった大東市における学力向上を目指した取り組みの中で、家庭教育をサポートす

る支援体制の構築の必要性が高まり取り組んでおられるもので、先日も全国的にも先進的

な同市の取り組みに対し、文科省の担当者が視察されたそうです。確認したところ、複合

的な要因があるものの、事業実施以来、毎年学力も向上しているとのことでございました。 

 家庭は学力のみならず、人格形成の基礎となる場でもあり、また我々の居場所でもあり

ます。一方で、核家族化や少子高齢化が進行し、地域のつながりも薄れるなど、家庭を取

り巻く環境が大きく変化しており、家庭はさまざまな問題、虐待等問題が起こる場ともな

っています。学力をはじめ、こうしたさまざまな課題に対し、予防的取り組みと言われる

家庭の支援こそ重要と考えておりますが、見解を伺います。 

○議長（橋 俊明君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） ４点目の保護者が安心して子育て及び教育を行うための支援な



 －91－

どの予防的取り組みについての見解についてお答えしたいと思います。 

 学校、園で子どもの健全な心と体を育むためには、家庭の教育力が基盤となります。そ

のため、本市でも家庭や地域の教育力を向上させ、学校や園、それと家庭、地域や企業、

行政などが連携・協力することが子どもの育ちを大きく進めていくことにつながるという

ふうに考えております。ここの部分につきましては、本市も大東市の取り組みを学びなが

ら何らかの方策を考えられたらというふうに思っております。 

 以上です。 

○議長（橋 俊明君） 東郷議員。 

○１番（東郷克己君） まさに家庭や地域との連携が重要と考えるところでございます。 

 １つ目の質問のときに、学校の課題として不登校の問題を上げていただきました。学校

の課題であることも事実だと思いますが、家庭にも課題といいますか、要因とかいうもの

は存在するのではないかというふうに思っております。当然ながら子どもが育つのは家庭

でありますし、学校は学びに行く場であります。学校という場が非常に子どもにとって重

要な場であることは論を待たないというふうに考えておりますが、何でもかんでも学校の

責任やというのではなく、先ほど教育長おっしゃっていただいた家庭と学校の連携、ある

いは地域も含めた連携というのが非常に重要と考えますので、ぜひご留意をいただきたい

と思います。 

 最後に、少し紹介しておきたいというふうに思います。 

 つい最近も虐待のニュースがございました。あのようなニュースを見ると、その対応に

ついて大きな疑問を感じると共に、最近の親はといった言葉が頭をよぎったりいたします。

一方で、我が子やその友達等を見ておりますと、かわいい子どもたちであり、我々世代も

子どもたちの世代も何ら変わらないと感じます。これは、人が変わったのではないという

ことかなと思いますが、では何が変わったのかというところで、１つ示された資料がある

のでご紹介をしたいというふうに思っております。 

 いろいろ変わった変わったと言われるんですけれども、あるアンケートがございまして、

子育て中の親、特にお母さんだと思いますが、アンケートがありまして、子育ての悩みを

相談できる人がいるという問いに対して、平成１４年のお母さんは７３．８％の人がいる

と答えたのに対して、平成２６年度では４３．８％に下落した。子どもを預けられる人が

いるという問いに対しては、平成１４年では５７．１％、２６年度では２７．８％、子ど

もを叱ってくれる人がいるという問いに対しては４６．６％、１４年に対して２６年では
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２０％に落ちでいるというふうな調査がございます。これらは核家族化によって子どもの

ときにより小さな子ども、赤ちゃん等々接したことがない、あるいは少ないという今の子

育て世代の方々に対して、この内容というのは非常に厳しい子育て環境にあるというふう

に思いますし、また叱ってくれる人がいない等の地域とのつながりの希薄化というのも大

きいかと思います。 

 そして、もう一つはネットでの情報が氾濫している。私の息子もそうなんですけど、何

か聞くとそんなんググったらいいやんとか言って、すぐにネットでスマホ等で調べる。そ

うしますと、簡単なことであればスマホで検索で答えが出てくる便利なんですけども、子

育ての情報などというもの、特に何らかの課題が生まれた際に検索しても、全く違った答

えが出てくるというのが往々にしてある状況の中で、最悪の場合思い詰め、虐待というと

ころに行っているというふうな調査がございました。 

 こうしたことから、冒頭申し上げたようなこの家庭を支援する、サポートする、何かを

押しつけるのではなく、こうした困っている親御さんたちをサポートしてあげる取り組み

というのは子どもにとっても、あるいは親にとっては有効かと思いますので、ぜひ今後ご

検討、またお取り組みいただければというふうに思います。これで終わります。 

○議長（橋 俊明君） 暫時休憩します。再開を３時４０分とします。 

            （午後３時２６分 休憩） 

            （午後３時４０分 再開） 

○議長（橋 俊明君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、通告第２号、第９番、田中陽介議員。 

 田中議員。 

○９番（田中陽介君） 第９番、田中陽介です。 

 それでは質問を始めます。 

 野洲市の広報、広聴、発信についての質問をいたします。 

 先月、第２次野洲市総合計画策定にかかる市民意識調査の結果が出ました。これは、滋

賀大学と協力して行ったもので、無作為に抽出した４，０００人へのアンケートをしたも

のです。回収率が３５．９％ということで、回収率が高くなると言われる市町村の生活に

密着した調査からすると少し物足りない数字かなとは思うんですけれども、全体としては

バランスのとれた回答が得られたのではないかと思っております。 

 私は、今までこの広報、広聴、情報発信すごく大切なものだと思っておりますので、何
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回か質問してきました。そのたびに、十分周知されていると、十分であるというような答

弁をいただいていたわけでありますけれども、私はやはりちょっとどうなのかなというふ

うに思っていた面もありまして、周りからの声を聞いても必ずしも十分ではないという声

が多くありました。 

 十分であるという自負を持っておられるというのはすばらしいことなんですけれども、

やはりしっかり検証を行って改善をしていく、戦略的にＰＤＣＡサイクルというのをしっ

かり働かせていかないと、やはり形骸化した自己満足なものになりかねないというふうに

危惧しております。 

 もちろん、この広報、広聴は私たち議員の役割でもありますので、私たちもしっかりや

っていく必要があるんですけれども、しかし今回調査によって明確な数字という面であら

われてきたことから、今までとは違う認識を持っていただけるのではないかと、これから

気持ちを新たに改善に取り組んでいっていただきたいと考えるものであります。 

 質問に関係するアンケートに基づいて質問いたします。 

 １番、広報の視点から、今までの私の質問において、市は市民に対して十分周知されて

いると、問題ないと認識しているというような答弁をしていましたが、アンケートの２５

番、市民との情報共有の推進（情報提供）の結果を見ますと、情報をスムーズに入手でき

ていると感じている人は４６．５％、半数以上はそう感じていないという結果になりまし

た。この結果を見て、市としての認識に変化はあったのか問わせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 田中議員の広報、広聴、発信についてのご質問で、まず総合計画

の基礎調査に絡んでのご質問にお答えをします。 

 それと、私は十分だと言った覚えは全くないと思いますけども。前提が違うんじゃない

かと思うんですけど。まだまだ足りないところがあると思っていますし、ホームページも

課題はあります。もちろんお金をかければよくなると思いますし、あと広報も私は情報量

は多いというふうに思っています。自家製でやっていますから、直営で。職員きちっと情

報を集めて、できるだけ見やすい形でお届けするようにと、限られた予算の中でやってい

ると思いますけども、こういったこと１００％とか万全ということはありませんので、市

民の方の評価をいただきながら改善をしていかないといけないので、十分だからこれでと

いう話は一切してないと思いますけど。まだまだ足らない足らないと思っていますし、そ

こでの認識が違うので答えが変わってくると思うんですけども、これも基礎調査ですから、
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これをどう評価するかというのはこれから審議会で評価いただくわけなので、今この数値

を持って議論をいきなりするというのはどうかなと思います。 

 ただ、この今ご指摘の中でもわからないとか無回答というのがあって、それを除くと入

手できてないというふうに言っておられるのは３２．１％ですから、半数以上の方がそう

ではないと思っておられるわけで、わからないとか無回答をどちらに評価するかというこ

ともありますので、スムーズに入手できないと考えておられる方が半数以上という評価も

いかがかなと思います。ただ、数値にこだわるよりは、日々改善ですからということです。 

 先般もとことん野洲で、いつも一番最初私の話、プレゼンテーション入れてくれている

んですが、今年は私が提案して工夫をして、ワークショップのやり方にしました。私のプ

レゼンテーション２０分ぐらいにして、あと議論いただいて、また発表いただく形で。そ

の中でも言っておられたんですけども、野洲のホームページあんまり見栄えはしないけど

も、情報は得やすいというふうに、かなり厳しいご意見の方が言っておられたので、必要

な情報へのアクセスはわかりやすいと言っておられましたし、今回のホームページの改定

も、いわゆる色があったり華やかさはないけども、できるだけ必要な生活情報を得ていた

だけるように組み替えてもらったつもりなんですけど、そこは評価されていたので、あん

まり一概にも悲観するものでもないかわりに、改善は必要だというふうに考えています。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） 日々の改善を続けていくということで、それはごもっともなこと

だと思います。ただ、やはり行政の発信というのは、やっぱり発信するのは当然野洲市も

すごい情報公開しているし、すばらしいと思うんですけれども、発信することが目的では

なくて、確実に伝わり、理解や行動に結びつくことが目的であると考えます。ですので、

誰にとってもわかりやすくというのも当然のことですし、その方法ですね、どのようにわ

かりやすく発信するのかということの媒体であったりとか、そういったこともやはり考え

ていく必要があるのかと思いますが、伝えるということに関してのアプローチ、発信する

ではなくて、伝わる。伝えるではなくて伝わるところへのアプローチというのは今までな

かなかできてなかったと思うんですが、それはいかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） できてなかったという結論は何を根拠に言っておられるのか、今

野洲市の市民への情報提供、私は共有化と言っているんですけども、市の意思決定に参画

いただけるように、できるだけ政策情報も可能な限りわかりやすく市の広報に掲載してい
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るつもりです。多分ここまで政策情報を、わかりやすさとかレイアウトはどうかなと思い

ますけども、いわゆるコンテンツに関していえば、ごまかさないできちっと提供している

まちはそんなに私ないと思います。ただ、あとは専門家のレイアウトとか、いろいろキャ

ッチフレーズとか入れればもう少しよくなると思いますが、一番の主たる情報共有化のメ

ディアは市の広報だと思っています。 

 あと、まちによってはびわ湖放送を使ったりとかやっていますけども、そこは野洲市で

きるだけ節約していますから、番組買ってあげれば、びわ湖放送物すごく喜ぶと思うんで

すけど、しょっちゅう営業に来ていますから。ただ、それがいいのかどうかということで、

私になってからはいわゆる紙面購入も番組枠購入もしていませんし、よそのまちがやって

おられる就任の時間も、普通皆さん市長就任、あれは全部市がお金出して新市長に聞くと

かいう番組やっていますけども、それもやってない。あれインタビューじゃないんですよ。

買っている、枠を買ってやっていますから。だからそこは少ないですけども、井戸端会議

ですとか、まちづくりトークとか、呼ばれたらどこへでも出かけていく。夏祭りも呼んで

いただいたら、かなりのコミュニケーションで、ここにおられる方の情報も結構入ってき

ますけども。住んでないのに住んでることになっているとか。本当ですよ、情報入ってく

る。そういう中で情報共有は大事だと思っています。 

 だから、お金をかければかけるほどいいんですけども、今のように課題をきちっと市民

の皆さんにお伝えすると共に、子育てとか高齢化とか、そういったことに関してはそれぞ

れの冊子とか情報手段を通じてやっているのと、もう一つは市長への手紙、かなりの政策

情報、最先端の情報が入っていますし、愛読者も結構おられると聞いていますし、もう一

つは毎週やっています庁議、部長会議、あそこで最新の課題を私の方から提供して議論に

供していますが、あれも広報していますから、結構市外の方で、市民の方もそうですけど、

あそこで先に情報を得ているという方もいますので、いろんな手段を通じながら発信とい

うんじゃなしに、まちの情報は皆さんの情報ですということで、市役所に情報がとどまら

ないようにしているつもりです。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） 今おっしゃったとおり、そういった部長会議とかにしても、ほと

んど議員と変わらないレベルの情報は全て市民の方にもいっていると思いますので、それ

は本当にすばらしい。ただ、それが知っている方が果たしてどれぐらいおられるかという

のはまたちょっと課題なのかな。せっかく公開していても、それをちゃんと見てもらえる
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かどうかというのはまた別の問題ですので、そこはもうちょっと興味を持ってもらえるよ

うなしつらえがあってもいいのかなと思います。 

 次に行きます。 

 世代の調査において、やはり２０代、３０代の世代がこの情報に対して満足していない

という、満足していないというか低いですね、満足度が低いということがうかがえるわけ

ですけれども、その理由として、市長の見解で結構ですけれども、どのようなものがある

とお考えになられますか。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） これもこれから審議会で評価いただくので、私がどうのこうのと

いうものではないですけども、いわゆる電子系の媒体は少ない、市のホームページ等スマ

ホでそれが見れるぐらいですから、本当はもうちょっと別のメディアも要ると思うんです

けども、今そこまでには資源が投下できていないのと、あと職員の労力も要りますから、

そこはもう実際弱いので、そういう評価も出てきているんではないかなと思いますし、情

報だけじゃなしに、私、このまちまだまだ楽しさとか、いろんな情報が民間も含めて飛び

交ってない、そういうあたりもこの２０代、３０代の方の評価が低いところで、これはこ

れからいい方向に持っていったらいいのではないかなと思います。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） 今現状の認識をお伺いしたわけで、確かに広報は紙媒体ですので、

ただ新聞折り込みがやっぱりメインとなっていますので、若い世代、新聞とってない方も

多いですし、市では新聞とってないところには直接届けるということもやっているんです

けど、その直接届けるということもしっかり周知するということも大事かなと思います。 

 そして、今おっしゃったように、今人的資源、お金も当然そうなんですけれども、充て

られていない部分ですね、もし市民からそういった情報をもっと広めていくような動きと

か、そういうことが起こってくれば、当然そういったことも協働の一環として情報発信し

てくれるようなところであったりとか、そういったことも話があれば当然そういったとこ

ろも考えていくということなんでしょうか。市独自で必ずしもやらなくても、いろんな市

民活動の中とかでもそういったことはあり得るという認識でしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） はい、それでいいと思いますが。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 
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○９番（田中陽介君） わかりました。 

 それでは次、３つ目行きます。 

 今とちょっとかぶるんですけれども、先ほど電子媒体も含めてということでしたので、

この３番目の情報発信のあり方、媒体について今後どのような改善というのは、先ほどお

答えしていただいたので、これは飛ばしたいと思います。 

 次に、４番、広聴の観点も今まで私はいろんな検討委員会であったりとか、市民参加の

いろんな井戸端会議とか、そういったことにおいて、やはり特定の方がいらっしゃること

が多いという印象を持っています。総数としてもやはり少ないなという印象も持っており

ます。 

 そういったことに関して、市長は前は言っていたと僕は思っているんですけど、皆さん

が来られないというのは、おおむねそのことについて満足されているであったり賛成され

ているから、特に言うことがないんだよというようなこともおっしゃっていたと思うんで

すけれども、これ、高知市の広聴に関する調査によると、市政に対する要望・提案があっ

ても、何もしないというふうに回答した市民の割合というのが約半数ぐらいを占めている

と。これが全てとは言いませんが、統計調査としてそういったなかなか思っていても言わ

ないという、関心が少ないというのがやはり課題になっているというところであります。 

 ですので、より一層この市民と行政が協力してまちづくりしていくには、市民と行政の

共に考えるためのその場づくりとか、それを一層ハードルを低くして仕組みをつくってい

くということが必要かと思います。わかりやすく広報すると共に、広聴、対話型の広聴を

しっかり取り組んでいく、それも特定の人じゃなくて、幅広い世代や年代とのものを進め

ていく必要があると思いますけれども、これは２６番の市民との情報共有の推進の広聴と

いう部分なんですけれども、２８位の満足度と、これも今これから検証していくというこ

となんですけれども、認識としてその広聴もどういった認識かお伺いしたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 広聴というのをどういうふうに思っておられるのかですね。一般

的には何々モニターとかやっているのが広聴の一番大きい部分ですね。滋賀県だったら県

政モニターとかやっていますけども、市の場合モニター制度を持っていませんから、モニ

ターという制度が本当にいいのかどうか、それよりは市長への手紙、かなり年代層とか話

題も多岐にわたっていますし、実際保育園での問題ですとか、さまざまな課題、今だった

ら余熱利用施設でプール、ジムをクリーンセンターのところへ持っていくということに関
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していろいろご意見もいただいていますし、そのご意見をいただきながら、教育委員会と

私かなり議論して、政策決定なり方針やっています。これなんか、かなり市民参加の政策

策定プロセスではないかなと思っていますし、道路の問題、あるいは川の問題もご意見い

ただいているので、根幹に関わる政策議論があれを通してできているんではないかなと思

いますが、そのあたりの評価はどう思っておられるのか、むしろぜひお聞かせをいただき

たいなと思います。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） ありがとうございます。政策議論が市民から手紙等を通してしっ

かりできていると、それが反映されているということはすばらしいことだと思います。 

 また、それを反映されたんだよということも同時にやはり広く皆さんに伝えていくこと

で、やはり自分たちが言ったこと、当然それが全体にとってのすばらしいことであれば、

それが反映されていくんだというその流れといいますか、そんな雰囲気をもっとつくって

いって、みんなが参加したいなと、言ってちゃんと意味があるんだというようなそういう

雰囲気づくりというのがさらにできるといいのかなと思います。今どれだけの、本人は確

かに返事をいただいて、ああよかったと思っていたとしても、他の今余り興味を持ててな

い方とか、心の中で思っているだけの方がその一歩を踏み出すきっかけとなるような、そ

れは伝え方にもあると思うんですけれども、どういう伝え方をするかというのは考えてい

けばいいと思うんですが、やはりそういう雰囲気づくりですね、やはり意見を求められて

いるんだと、そういう雰囲気づくりをしていただけたらなと思いますけれども、そういっ

たことはいかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 雰囲気と言われるとなかなか難しいですけども、毎月コラムに私

かなり提案型で書いているつもりなので、それも含めてご意見いただけたらということで

すし、各部、課の記事も提案型になるようにしてもらっているし、そうなっていない場合

はこちらから提案して記事を変えてもらったりしています。だから、市のお金をどんどん

使えば別ですけども、どんどんテレビコマーシャル打って、あるいは刷り物を刷ってやれ

ば別ですけども、市の広報を根幹にしながらやっている限りでは、ああいう形でいいんで

はないかなと。 

 それと、田中議員のイメージは、何か市民の皆さんが全て市政に関心持っておられて、

お一人の方が全てにわたってと思っておられますけども、私も一市民として、そんな全て
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関心を持てないので、だからいわゆるイシュー型で、自分は道路の問題、自分は公園の問

題、自分は子育ての問題とそれぞれありますから、全ての方が全てにわたって関心持たれ

るというそんな理想郷は存在しないので、地道なやり方でいいんではないかなと思います

が。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） 全ての方が全てのことに関心を持つということは僕は言ってない

と思いますけれども、当然自分の暮らしとか仕事とか、ふだん接していることに関するこ

とで、当然それしかないと思いますし、逆に。それが広聴の役割じゃないかなというふう

に思っております。 

 それでは次５番、６番よく似た感じなんですけれども、若い世代がやはりちょっと満足

度が低い、広聴において。これはやはり、どうしても意見を聞くときにベテランの方々で

あったり、そうした年配の方々に聞くケースというのが多くなってくるのかなと思うんで

すが、どうしても機会として若い世代が少ないのかなと。一方で、重要度の世代のところ

を見ると、若い世代が聞いてもらうということに対してかなり重要度を高く設定している

ところがあります。もちろん、今おっしゃったように市長への手紙というすばらしい制度

ありますけれども、それはあってなお、現在こういう数字が出ているということは、それ

なりの対策ないし取り組みをまた新たにどうしていったらいいのかなという、それを今度

検討委員会で考えていくということかと思いますけれども、そういった認識は持たれてい

るのか、それは若者が全然興味ないだけだろうみたいな感じなのか、それはどういうふう

にお考えでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 認識があるから設問になっているわけです。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） わかりました。こうしてデータが出ているわけですので、十分に

また検討していただいて、これをまた施策に生かしていただきたいと思います。 

 さて次ですね、次８番行きます。 

 また発信の分野という意味では、観光資源の活用、魅力を発信するというのがまだ不十

分だとさっき市長もおっしゃっていましたけれども、重要度では６０％ぐらい、そんなに

高くはないんですけれども、そこの部分も資源に限りはありますけれども、今までどおり

ではいけないよねという認識はあるということでよろしいでしょうか。 
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○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） 観光に関しては、資源を磨くというか、資源を観光にたえ得るよ

うに持っていくという課題もありますし、発信の問題もあると思います。だから、発信し

て、実際来てもらって、楽しくなかったり、あるいはすばらしくなかったり、おいしくな

かったらだめですから、正直に言ってまだまだ弱いと思っています。だから、何年か前も

観光振興指針というのをつくってやったんですけども、余りなかなか動いてない。あるい

は平清盛の大河ドラマのときもこちらから提案して、人件費をつけて、ちょうど国の制度

もあったので国の補助金もらって、あそこにお二人常駐していただいてやったんですが、

そのときだけは盛り上がる。後でまたしぼんだ。担当者がもうやめますと言ったんですけ

ど、私の方から提案して、もう１年、２年間あそこに常駐してもらったんですけども、な

かなか盛り上がりませんでした。だから、今市内で拝観料なり入館料をとっていただいて

いるのは、市の博物館は別として、兵主大社のお庭しかないんですよ。だから、これをい

かに市がたきつけても限界がありますから、やはりもう少し総合的な地域の力も合わせて

盛り上げていかないとだめかなと思っていますが、そこをどこからやっていくのかですね。

だから花火大会をめげずに商工団体と地域協力してもらってやっているというのも１つで

すし、９月２１、２２のオクトーバーフェストももともと工業会からの提案がああいう形

になっているわけですが、残念ながら今事務局は市が持っています。本来市が持つつもり

じゃなかったんですね。もともと工業会の提案だったんですよ。それで、市も協力します

と。工業会が逃げたので、商工会に事務局を持ってもらったんです。じゃあなぜ商工会が

いつまでも持たなあかんかという話になって、今は実質市が事務局持っています。責める

わけではないんですけども、やはり地域力が弱い。 

 この間のワークショップでも、市民の方がおっしゃっていました。よそはもっと民間の

力が強いんだけど、野洲は全然だと。そのある方も八幡のあの盛り上がり、あれも全然市

役所は関与してないわけですね。市民なり商工関係団体の盛り上がりですから。 

 これはどこがだめと言っていても意味がないのですが、そこを客観的に評価して、どう

いう手だてをしていく方がいいのかというのを一緒に考えた方がいいんではないかなと思

います。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） ありがとうございます。今の認識、まさにそれをこれからやって

いくということだと思うんですけど、その際にはいろんな人たちが主体的に参加できる人
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たちが、参加したい人が参加できるような枠組みというのをぜひつくっていただきたいな

と思います。充て職とか、何かその役をやっているからとかそういうことではなくて、本

当に野洲のここがいいとか、こういうことをやりたいという意欲のある人たちがいかに動

きやすくしてあげるかという、そのインフラの部分を市は多少必要かなというふうにも思

いますので、ぜひこれから市民と一緒に取り組んでいけたらと思います。 

 全体的に広報、広聴、これからこのデータを生かして取り組んでいくということですの

で、期待していきたいと思います。 

 では次ですね、９番行きます。 

 こちらは危機管理の部門なんですけれども、野洲市では不審者情報とか避難情報など、

野洲市のメール配信サービスというのを行っていますけれども、このサービスの開始から

加入者の推移がどうなっているかということを教えていただきたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、田中陽介議員の９点目のご質問で、野洲市のメー

ル配信サービスの開始からの加入者の推移についてのご質問にお答えいたします。 

 市のメール配信サービスは、平成１９年１０月１日よりサービスの提供を行っておりま

すが、システムのデータ管理の都合上によりまして、平成２７年度からの数値、累計登録

者数でお答えをさせていただきます。 

 まず、平成２７年度は災害情報が１，５９３人、不審者情報が１，６３５人でございま

す。平成２８年度は災害情報が１，５７６人、不審者情報が１，６２７人、平成２９年度

でございますが、災害情報が４，０９０人、不審者情報が４，１５４人、平成３０年度は

災害情報が４，５９６人、不審者情報が４，６４３人、そして令和元年度の８月１日現在

では災害情報が４，９６０人、不審者情報が５，００３人となっております。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） ありがとうございます。ここ２８年から２９年にかけて、かなり

２倍以上になっているということなんですけれども、これは施策的に何かをされたという

ことなんでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） ２８年度から２９年度にかけて、利用者数が２，５００人ぐ

らい増えているということなんですけれども、これにつきましては、幼稚園とか保育園と
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か、小中学校の保護者向けの不審者情報でございますが、これを個々にやっておりました

のを一本化ということで、この不審者情報のところに包括して行うようになりましたので

人数が増えているというものでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） ありがとうございます。いろんなサービスがあったのを一本化し

ていくことで人数が増えていくということで、わかりやすくするというのは何よりだと思

うので、していただけたらいいと思うんですけれども、全体から見ると２万５，０００世

帯とかもうちょいあるのかな、５万人の人口のうちの１０％ぐらいかなというところで、

やはりこの避難情報とかそういったことというのは、本当に命に関わるようなことでもあ

りますし、本当に伝えたい情報だと思いますので、なお一層こういった情報をどのように

して伝えるかというところで、工夫とかそういったことをお考えされているのかどうかと

いうところをお尋ねしたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） ９点目の再質問ということでよろしいですか。 

 避難情報、これは突然災害等が起きましたら、必ず自分の命を守るということでござい

ますので、これは絶対的にお伝えする、Ｅメールでもそうですけれども、例えばＥメール

とかあと防災行政無線ですね、あとＬアラート、災害時の情報共有システムですけれども、

これを通じたＮＨＫのデータ放送であるとか、それがヤフーの情報の提供につながってお

りますので、そこであるとか、あと広報車による広報であるとか、あとホームページとか、

あと直接自治会長様に連絡したりとかという方法で即座に連絡をするというふうにしてお

りますので、このことについてはしっかりと情報共有していきたいと思っておりますし、

また自治会長様等の説明会でもそのように説明させていただいておりますので、認識いた

だいているものと考えております。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） 今できる体制の中で十分周知を図っていただいているということ

であるかと思います。 

 １０番、次に行くんですけれども、現在、やはりＩＣＴ技術の発達によりまして、特に

若者の通信手段の主流はもはやＳＮＳ、これはＬＩＮＥなんですけれども、ＬＩＮＥにな

っているというのが大学の調査等で明らかになっております。 
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 また、私たちの親世代や高齢者の方々もスマホを利用している率がかなり高いというこ

とを聞いていますし、もはや若者だけがそこにコミットしているというわけではないとい

うことがわかると思います。 

 その中で、メールという手段はやはりどうしても埋もれてしまったり、即応性がちょっ

と少ないのかなという面もありますし、このＥメールとかそういう媒体以外の災害情報の

危機管理情報の共有、市民との共有という手段もこれから考えていく必要があるのかなと

思います。特に、前回も質問でも言ったと思うんですけれども、やはり１次情報、双方向

のサービスというのがＬＩＮＥとかＳＮＳはすごくしやすい。要は情報を集められるとい

うところですね、画像で例えばどこどこがもう大変なことになっているとか、そういった

ことの情報が、１次情報が直接集まってくるというメリットもあります。もちろんそこの

精査が必要になってくるという懸念もあるんですけれども、そのデメリット、メリットを

考えたときに、やはり全体でそういった危機情報を共有するということもこれから必要に

なってくるかと思いますので、ぜひ今後Ｅメールや今おっしゃった媒体以外の新しい技術、

今はもうインフラにはなっていると思うんですけれども、そういったものの活用をご検討

いただきたいなと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 災害情報を今主流になっているＬＩＮＥであるとかそういっ

たＳＮＳを使っての検討はどうかということでございますが、ご指名いただいております

ので、市民部長としては災害ということでお答えさせていただければよいかと思います。 

 先ほどご質問いただいたように、災害の情報に関してはいろんな多様な手段で情報を発

信しているところでございます。 

 不審者情報につきましても、Ｅメールと、あとホームページとかいろんな「ふるさと」

という守山野洲防犯自治会等の地域安全ニュースでも特殊詐欺とかそういったものは発信

しております。あとすぐにＬＩＮＥとかそういったアプリですかね、そういうもですかね、

そういうもので情報もとるし、発信もしてはどうかということであるかと思うんですが、

以前にそれについては検討させていただいたことがあります。危機管理だけではなくて、

市全体の関係含めてさせていただいたことがありますが、そのとき協議はいたしましたけ

れども、費用対効果等がございまして、一旦検討には至らなかったという経緯がございま

す。 

 あと災害情報につきましては、こちらのＬアラートで連動しておりますヤフーでござい
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ますけれども、そちらのホームページも出ておりますし、また民間が開発しておりますそ

ういった防災速報であるとかお天気であるとかというのもこちらの災害情報と連動してお

りますので、そういったところで災害情報はとっていただけるかなということは思ってお

ります。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） 検討されたのがいつの段階かというのはちょっとわからないんで

すけれども、コストの面だけを考えたらいろんなやり方があるかと思いますし、本当に双

方向のコミュニケーションがとれるというのは非常に有効なことだと思いますので、その

ないものという認識ではなくて、いろんな選択肢を常に並べながらご検討いただけたらな

と思いますが、その検討の余地というのは当然僕はあるんじゃないかなと思うんですけれ

ども、もはやないということなのか、まだあるのか、どういう認識なんでしょうか。 

○議長（橋 俊明君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 先ほど市長の答弁にもございましたように、まだまだ十分で

あるとは考えてはおりませんので、必要であればまた検討の余地はあるということで認識

をしております。 

 以上でございます。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 

○９番（田中陽介君） ありがとうございます。そういったことであれば、常にいろんな

情報をまた得ていただいて、また他市ではそういった広報、広聴の基本戦略であったりプ

ランという全庁的な考え方とか、これからの方針というのをしっかり定めて、明文化して

やっていくということもされていますので、野洲市においてもぜひそういった広報戦略プ

ランとかそういったこともこれから考えていただけたらと思います。 

○議長（橋 俊明君） 市長。 

○市長（山仲善彰君） それは今部長にじゃないですね、広報の方針は私になってから定

めています。チーフインフォメーションオフィサーという位置づけはしてないけども、自

覚的に誰かといったら広報、秘書課長という位置づけで、公表はしていませんかね、一応

広報戦略持ってホームページだとかいろんなメディアというのは位置づけていますから。

調べた上で要望しておいて下さい。ＣＩＯ実質存在しているんです。 

○議長（橋 俊明君） 田中議員。 
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○９番（田中陽介君） 済みません、私が調べたところでは、ちょっと見つからなかった

もので、また確認してさせていただきますので、ぜひこれからよりよくなっていきますよ

うにということを願って終わりたいと思います。 

○議長（橋 俊明君） お諮りいたします。 

 本日の会議はこれにてとどめ、延会いたしたいと思います。これにご異議ございません

か。 

            （「異議なし」の声あり） 

○議長（橋 俊明君） ご異議なしと認めます。よって、本日はこれにて延会することに

決定いたしました。 

 なお、あす５日は午後１時から本会議を再開し、本日に引き続き一般質問を行います。 

 本日はこれにて延会いたします。ご苦労さまでございました。（午後４時２０分 延会） 
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